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東京都市計画都市再開発の方針に関する都市計画変更について 

 

文京区都市計画部地域整備課 

令和２年１２月 

 

１ これまでの経緯 

（１）都市再開発の方針は、都市再開発法第２条の３に基づき、市街地における再開発の各

種施策を長期的かつ総合的に体系づけたマスタープランであり、再開発の適正な誘導と

計画的な推進を図ることを目的として定めるものである。 

（２）このたび、東京都では平成２７年３月に都市計画決定した都市再開発の方針について

「都市づくりのグランドデザイン」や「東京都市計画区域マスタープラン」を実効性あ

るものとして、再開発の適正な誘導と計画的な推進を図るため、都市計画変更を行う。 

（３）令和元年１２月１２日に東京都知事から文京区長宛に、都市再開発の方針の都市計画

変更について、都市計画法第１５条の２第２項に基づく都市計画変更原案の資料作成の

依頼があり、令和２年２月１４日の文京区都市計画審議会を経て、資料の提出を行った。 

（４）東京都は、資料を基に都市再開発の方針（原案）を作成し、都市計画法第１６条の公

聴会を実施の上、都市計画変更案を作成、令和２年１２月２日から１２月１６日まで都

市計画法第１７条による縦覧を行った。 

（５）令和２年１１月２５日に東京都知事から文京区長宛に、都市計画法第１８条による都

市再開発の方針（案）に対する意見照会があった。 

 

２ 文京区における都市再開発の方針の都市計画変更について 

（１）「文．５ 大塚五・六丁目地区」及び「文．７ 千駄木・向丘地区」において、防災街

区整備方針との整合を図るため、面積の修正を行う。 

（２）都市づくりのグランドデザインとの整合や都内全域での整合を図るため、名称や文言

の一部修正を行う。 

 

３ 今後のスケジュール（予定） 

令和３年２月  東京都都市計画審議会の開催 

令和２年度末  都による都市計画変更決定告示予定 

資料２ 
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Ⅰ 基本的事項 

１ 策定の目的 

都市再開発の方針は、都市再開発法第２条の３に基づき、市街地に

おける再開発の各種施策を長期的かつ総合的に体系付けたマスター

プランであり、今後東京が直面する巨大地震や気候変動による異常気

象などに起因する未曽有の自然災害、新たな感染症の脅威など、様々

な課題に対応し、「未来の東京」戦略ビジョンで示す方向性や都市づ

くりのグランドデザイン、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

（以下「都市計画区域マスタープラン」という。）を実効性のあるも

のとするため、再開発の適正な誘導と計画的な推進を図ることを目的

として定めるものである。 

今後、この都市再開発の方針は、社会経済情勢等の変化に対応する

ため、都市計画区域マスタープラン等の他の方針の見直しや再開発の

動向などを踏まえ、必要に応じて適切に変更するものとする。 

※ 本方針における再開発とは、市街地再開発事業、土地区画整理事業等の市街地

開発事業にとどまらず、特定街区、地区計画等の規制誘導手法による修復型まち

づくり、特定の市街地の整備を目的とした助成事業及び工場等の跡地利用や都市

施設の整備と一体となった土地利用の面的転換等を含むものである。

２ 策定の効果 

策定の効果として、主に次のことが挙げられる。 

（１）市街地の再開発の基本的方向を明らかにし、計画的に位置付けを

行うことにより、再開発の積極的な推進のための動因となる。 

（２）市街地の再開発に関する個々の事業について、地区全体から見た

十分な効果を発揮させることができる。 

（３）民間の建築活動を再開発へと適正に誘導することができる。

（４）再開発の構想、計画の作成過程を通じて、早期の住民の合意形成

を図ることができる。 

（５）再開発促進地区（後述する２号又は２項地区を合わせたものをい

う。）においては、主に以下の措置が講じられている。 

① 認定再開発事業制度により、都知事の認定を受けた優良事業に

対し、税制の特別措置を受けることができる。 

② 特定民間再開発事業制度（買換特例）及び特定の民間再開発事

業制度（軽減税率）が適用される（２号地区のみ）。

③ 総合設計制度等において、容積率割増しの適用対象となる場合

がある。

④ 都市再開発資金貸付制度において、地方公共団体による都市機

能更新用地の買い付けに係る貸付けが認められる。

⑤ 市街地再開発事業の社会資本整備総合交付金交付要件の一つに

位置付けられている。

⑥ 市街地再開発事業の施行者が取得した保留床について、同地区

内の他の防災街区整備事業等の実施に伴う転出者の居住等のため

特に必要がある場合には、公募によらずに賃貸・譲渡することが

できる。

３ 位置付け 

都市再開発の方針は、都市再開発法第２条の３第１項又は第２項に

基づくものであり、都市計画法第７条の２により、独立した都市計画

として定めるものである。本方針は、都市計画区域マスタープランな

どの他の方針と同様に、土地利用、都市施設の整備、市街地開発事業

などの個別の都市計画の上位に位置付けられているものである。 

Ⅱ 策定の考え方 

１ 都市再開発法第２条の３第１項第１号関連 

（１）区域

「計画的な再開発が必要な市街地」（以下「１号市街地」という。）

は、「未来の東京」戦略ビジョンや都市づくりのグランドデザイン、

都市計画区域マスタープランを実効性のあるものとするため、計画

的な再開発を行うことにより、都市づくりのグランドデザインで示

した地域区分内の既成市街地のうち、都市全体の機能の回復及び向

上に貢献することとなる範囲とする。 

なお、東京及び立川都市計画区域以外の都市計画区域についても、
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４ 誘導地区 

１号市街地のうち、再開発促進地区に至らないが、「未来の東京」

戦略ビジョンや都市づくりのグランドデザイン、都市計画区域マスタ

ープランを実効性あるものとする上で、効果が大きく、また、再開発

が望ましいことなどにより、今後、再開発の機運の醸成等を図り、再

開発に関する公共及び民間の役割を明確にしていくべき地区につい

て、当該地区のおおむねの位置及び整備の方向について定める。 

５ 今後の運用 

再開発促進地区のうち、再開発に係る事業が全て完了した地区につ

いては、原則として１号市街地に変更するものとする。 

また、再開発促進地区として位置付けた後、おおむね５年程度事業

化の進展が見られない地区については、事業化に向けた検討を行い、

必要な見直しを行うものとする。 

さらに、新たな事業などを再開発促進地区に定める必要がある場合

には、必要に応じて再開発促進地区の追加に伴う本方針の変更を行う

ものとする。 

Ⅲ 都市計画に定める事項 

１ 基本方針 

東京都市計画区域は、中枢広域拠点域、新都市生活創造域に属する。

活力とゆとりのある高度成熟都市を目指し、再開発により、都市基

盤の整備、防災性の向上、業務、商業、居住、文化などの多様な機能

の適正な配置等を図り、ICT の活用や、新たな感染症への対応も踏ま

えながら、都市機能の更新や都市の再生を行う。その際、都市の持つ

集積のメリットは生かしつつも、「密閉、密集、密接」の三密を回避

し、感染症の拡大防止と経済社会活動の両立を図る新しい日常にも対

応する、サステナブル・リカバリーの考え方に立脚した強靭で持続可

能な都市づくりを進める。例えば、ゆとりある公共空間の創出などを

推進するとともに、３Ｄ都市モデルの活用などにより、都市空間の可

視化や、開発行為が周辺環境へ及ぼす影響についてシミュレーション

を行う等、AI や ICT など先端技術も活用しながら快適で利便性の高い

拠点などの整備を図る。 

２ 都市再開発の施策の方向 

（１）拠点の整備 

・中枢広域拠点域の中核的な拠点については、首都機能など、東京圏

及び日本の中心的な役割を担うとともに、国際ビジネスや成熟社会

にふさわしい都市文化などを支えていくため、高次の中枢管理機能

のほか、国際ビジネス、業務・商業、芸術・文化、観光、居住など、

地域特性に応じた多様な機能の集積を図る。 そのため、市街地開

発事業などによる複合開発を推進し、魅力とにぎわいのある拠点と

して整備するとともに、地域特性を踏まえ、適切に駐車施設などを

整備し、円滑な交通処理を図る。 

・中枢広域拠点域の活力とにぎわいの拠点、中枢広域拠点域外の地域

の拠点、生活の中心地においては、交通結節点などの利便性を生か

して、市街地再開発事業、土地区画整理事業、住宅市街地総合整備

事業などにより、居住、商業、交流、文化、医療など多様な複合機

計画的な再開発が必要な市街地を定めるものとする。 

（２）計画事項

ア 再開発の目標

都市構造の再編成、建築物の更新、都市環境の向上等に係る目標

について定める。 

イ 土地の高度利用及び都市機能の更新に関する方針

次に掲げる事項について定める。

（ア）適切な用途及び密度の確保その他の適切な土地利用の実現に

関する事項

（イ）主要な都市施設の整備に関する事項

（ウ）都市の環境、景観等の維持及び改善に関する事項

（エ）その他土地の高度利用及び都市機能の更新に関して特に必要

な事項

２ 都市再開発法第２条の３第１項第２号関連（東京及び立川都市計画

区域の場合） 

（１）地区の選定

１号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促

進すべき相当規模の地区」（以下「２号地区」という。）の選定は、次

のとおりとする。 

１）事業の進捗の状況に合わせて選定する地区

地域が抱える課題に対し、再開発による整備が必要で当該地区を

整備することが周辺地域への波及効果を及ぼすなどの効果があり、

当該地区の整備又は開発の計画の概要を定める事業の進捗に至って

いる地区（以下「促進地区」という。）を選定する。 

具体的には、次の地区が考えられる。 

① 法律又は制度要綱に基づく事業が事業中又は都市計画決定が行

われている地区

② 区市町村マスタープラン等において、再開発の必要性がうたわれ、

事業化に向けて検討が進められている地区

③ 事業実施を前提として、準備組合、研究会等の組織が発足してい

る等、地元の体制が整っていること又は整うことが見込まれる地区 

④ 工場跡地等種地の存在又は公共事業の予定などから見て、面的な

土地利用転換の進行が予想され、民間の建築活動の動向等が見られ

る地区

２）再開発の必要性に応じて選定する地区

具体的な事業計画又は事業手法は定まっていないが、地域の整備

方針は定まっており、当該地域内のうち再開発の必要性が高い地区

について公共施設の整備の促進と民間の優良なプロジェクトなどを

誘導することにより、当該地域の都市機能の更新に寄与する地区（以

下「都市再生地区」という。）を選定する。 

（２）整備又は開発の計画の概要

次に掲げる事項について定める。

ア 地区の再開発、整備等の主たる目標

イ 用途、密度に関する基本的方針その他の土地利用計画の概要

ウ 建築物の更新の方針

エ 都市施設及び地区施設の整備の方針

オ その他

再開発の推進のため必要な公共及び民間の役割や条件整備等の

措置、市街地開発事業の手法、都市開発諸制度の手法、関連事業

（都市計画事業）、関連事業（その他）及び他計画の位置付け

３ 都市再開発法第２条の３第２項関連（東京及び立川都市計画区域以

外の場合） 

（１）地区の選定

１号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促

進すべき相当規模の地区」（以下「２項地区」という。）の選定は、２

号地区に準じて行う。 

（２）整備又は開発の計画の概要

２号地区に準ずる事項を定める。

－ 3－
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４ 誘導地区 

１号市街地のうち、再開発促進地区に至らないが、「未来の東京」

戦略ビジョンや都市づくりのグランドデザイン、都市計画区域マスタ

ープランを実効性あるものとする上で、効果が大きく、また、再開発

が望ましいことなどにより、今後、再開発の機運の醸成等を図り、再

開発に関する公共及び民間の役割を明確にしていくべき地区につい

て、当該地区のおおむねの位置及び整備の方向について定める。 

５ 今後の運用 

再開発促進地区のうち、再開発に係る事業が全て完了した地区につ

いては、原則として１号市街地に変更するものとする。 

また、再開発促進地区として位置付けた後、おおむね５年程度事業

化の進展が見られない地区については、事業化に向けた検討を行い、

必要な見直しを行うものとする。 

さらに、新たな事業などを再開発促進地区に定める必要がある場合

には、必要に応じて再開発促進地区の追加に伴う本方針の変更を行う

ものとする。 

Ⅲ 都市計画に定める事項 

１ 基本方針 

東京都市計画区域は、中枢広域拠点域、新都市生活創造域に属する。 

活力とゆとりのある高度成熟都市を目指し、再開発により、都市基

盤の整備、防災性の向上、業務、商業、居住、文化などの多様な機能

の適正な配置等を図り、ICT の活用や、新たな感染症への対応も踏ま

えながら、都市機能の更新や都市の再生を行う。その際、都市の持つ

集積のメリットは生かしつつも、「密閉、密集、密接」の三密を回避

し、感染症の拡大防止と経済社会活動の両立を図る新しい日常にも対

応する、サステナブル・リカバリーの考え方に立脚した強靭で持続可

能な都市づくりを進める。例えば、ゆとりある公共空間の創出などを

推進するとともに、３Ｄ都市モデルの活用などにより、都市空間の可

視化や、開発行為が周辺環境へ及ぼす影響についてシミュレーション

を行う等、AI や ICT など先端技術も活用しながら快適で利便性の高い

拠点などの整備を図る。 

２ 都市再開発の施策の方向 

（１）拠点の整備

・中枢広域拠点域の中核的な拠点については、首都機能など、東京圏

及び日本の中心的な役割を担うとともに、国際ビジネスや成熟社会

にふさわしい都市文化などを支えていくため、高次の中枢管理機能

のほか、国際ビジネス、業務・商業、芸術・文化、観光、居住など、

地域特性に応じた多様な機能の集積を図る。 そのため、市街地開

発事業などによる複合開発を推進し、魅力とにぎわいのある拠点と

して整備するとともに、地域特性を踏まえ、適切に駐車施設などを

整備し、円滑な交通処理を図る。

・中枢広域拠点域の活力とにぎわいの拠点、中枢広域拠点域外の地域

の拠点、生活の中心地においては、交通結節点などの利便性を生か

して、市街地再開発事業、土地区画整理事業、住宅市街地総合整備

事業などにより、居住、商業、交流、文化、医療など多様な複合機

計画的な再開発が必要な市街地を定めるものとする。 

（２）計画事項 

ア 再開発の目標 

都市構造の再編成、建築物の更新、都市環境の向上等に係る目標

について定める。 

イ 土地の高度利用及び都市機能の更新に関する方針 

次に掲げる事項について定める。 

（ア）適切な用途及び密度の確保その他の適切な土地利用の実現に

関する事項 

（イ）主要な都市施設の整備に関する事項 

（ウ）都市の環境、景観等の維持及び改善に関する事項 

（エ）その他土地の高度利用及び都市機能の更新に関して特に必要

な事項 

２ 都市再開発法第２条の３第１項第２号関連（東京及び立川都市計画

区域の場合） 

（１）地区の選定 

１号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促

進すべき相当規模の地区」（以下「２号地区」という。）の選定は、次

のとおりとする。 

１）事業の進捗の状況に合わせて選定する地区 

地域が抱える課題に対し、再開発による整備が必要で当該地区を

整備することが周辺地域への波及効果を及ぼすなどの効果があり、

当該地区の整備又は開発の計画の概要を定める事業の進捗に至って

いる地区（以下「促進地区」という。）を選定する。 

具体的には、次の地区が考えられる。 

① 法律又は制度要綱に基づく事業が事業中又は都市計画決定が行

われている地区 

② 区市町村マスタープラン等において、再開発の必要性がうたわれ、

事業化に向けて検討が進められている地区 

③ 事業実施を前提として、準備組合、研究会等の組織が発足してい

る等、地元の体制が整っていること又は整うことが見込まれる地区

④ 工場跡地等種地の存在又は公共事業の予定などから見て、面的な

土地利用転換の進行が予想され、民間の建築活動の動向等が見られ

る地区 

２）再開発の必要性に応じて選定する地区 

具体的な事業計画又は事業手法は定まっていないが、地域の整備

方針は定まっており、当該地域内のうち再開発の必要性が高い地区

について公共施設の整備の促進と民間の優良なプロジェクトなどを

誘導することにより、当該地域の都市機能の更新に寄与する地区（以

下「都市再生地区」という。）を選定する。 

（２）整備又は開発の計画の概要 

次に掲げる事項について定める。 

ア 地区の再開発、整備等の主たる目標 

イ 用途、密度に関する基本的方針その他の土地利用計画の概要 

ウ 建築物の更新の方針 

エ 都市施設及び地区施設の整備の方針 

オ その他 

再開発の推進のため必要な公共及び民間の役割や条件整備等の

措置、市街地開発事業の手法、都市開発諸制度の手法、関連事業

（都市計画事業）、関連事業（その他）及び他計画の位置付け 

３ 都市再開発法第２条の３第２項関連（東京及び立川都市計画区域以

外の場合） 

（１）地区の選定 

１号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促

進すべき相当規模の地区」（以下「２項地区」という。）の選定は、２

号地区に準じて行う。 

（２）整備又は開発の計画の概要 

２号地区に準ずる事項を定める。 

－ 2－
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・都市開発諸制度や市街地開発事業などを活用する開発等において、

備蓄倉庫や非常用発電機設備、一時滞在施設の整備を促進し 、帰

宅困難者の安全確保を図る。中核的な拠点などにおいて、地元区や

民間事業者などと連携して大街区化を進めるなど、市街地の更新に

よる耐震性の向上と併せて、オープンスペースや機能的な道路空間

を創出し、市街地の防災性を向上させる。 

（３）快適な居住環境の整備 

・中枢広域拠点域における土地利用の誘導の方向とも整合を図りなが

ら、国際ビジネス交流ゾーンや中核的な拠点等で、高齢者向け住宅

や外国人のニーズ、ICT 化の進展等を踏まえた住宅など多様なライ

フスタイルに対応した住宅供給を誘導するとともに、木造住宅密集

地域の改善や高経年マンションの機能更新を図る。 

・都市開発諸制度を活用し、高齢者向け住宅や外国語対応の生活支援

施設等と合わせた外国人向け住宅の整備、地区外も含めた住環境の

向上に資する取組、ゆとりあるオープンスペースの拡充、有効活用

等によるにぎわい創出や、持続的な維持管理に資するエリアマネジ

メントを促進する。

・木造住宅密集地域については、市街地開発事業、街区再編まちづく

り制度、地区計画等を活用し、耐火性の高い建築物への建替えを促

進し、安全で快適な居住環境を創出する。 

・道路などの公共施設が未整備な地域は、地域の実情に合わせて土地

区画整理事業のほか、住宅市街地総合整備事業や地区計画などを活

用し、公共施設の整備・改善を図りながら、良好な居住環境の市街

地となるよう誘導する。

・主要な駅周辺や身近な中心地に生活に必要な機能を集積させ、その

徒歩圏に包摂的社会の形成にも資する住宅市街地を誘導し、歩いて

暮らせるまちへの再構築を図るとともに、駅や中心地から離れた地

域では、緑豊かな良質な環境を形成する。

・都市型産業、伝統工芸又は地場産業が集積している地域については、

産業の育成と住環境の改善を図るため、活力ある均衡のとれた地域

の整備を推進する。 

（４）自然や歴史・文化などの環境を生かした整備 

・自然地形、河川、海などの多様な自然的要素や歴史的建造物などの

歴史・文化資源を生かした都市づくりを積極的に行い、東京を代表

する景観を形成し、美しく風格のある首都東京にふさわしい美しい

空間を創造する。 

・隅田川沿いなどにおいては、水辺の豊かな環境を生かすとともに、

河川側からの景観にも配慮し、水辺環境を生かした整備を図る。 

・再開発に当たっては、歴史的な建造物や街並みの保存に配慮すると

ともに、新たに整備される建造物と周辺の環境と調和を図り、歴史

と文化を生かした景観を保全・創出する。また、大規模建築物など

が複数計画される区域では、一体的な景観形成を図り、地域の個性

を生かした景観を誘導する。 

３ １号市街地 

おおむね区部全域を計画的な再開発が必要な市街地とし、計画事項

を【別表－１】に示す。 

４ 再開発促進地区（２号地区） 

316 地区を選定し、その整備又は開発の計画の概要を【別表－２】

に、おおむねの位置を附図に示す。 

５ 誘導地区 

158 地区を選定し、おおむねの位置及び整備の方向を【別表－３】

に示す。 

能を備えるとともに、子育て支援施設、集会施設などコミュニティ

インフラをも備えた生活利便性の高い拠点として整備する。

・新型コロナ危機を契機とした都市づくりの観点から、国際ビジネス

交流ゾーンでは、新たなビジネスやイノベーションの創出にも資す

る、感染症にも配慮したゆとりある共用スペース等を備えた高機能

で高質な交流が行われる優良なオフィスへの機能更新を進めてい

く。また、中小オフィスビルのストックも活用したリノベーション

やニーズに応じた柔軟な用途転用、中央環状線内側等の交通結節性

の高い駅周辺における多機能を融合した駅まち一体のまちづくり

など進めることにより、高質な職住等が融合した空間へとつくり変

えていく。さらに、新型コロナ危機後を見据え、国際金融都市を目

指す観点から、付加価値を生み出す国際競争力の高い産業に従事す

るクリエイティブ人材の受入環境の充実やインバウンドへの対応

等、引き続き取り組んでいく。新都市生活創造域では、共用スペー

スを備えたシェアオフィスやサテライトオフィス等、オフィスワー

クとテレワークが補完的に機能するような場の整備や、ニーズに応

じた柔軟な用途転用などを進め、職住融合の拠点の育成を図る。

・工場跡地などで土地利用転換が見込まれる低未利用地については、

その周辺地区も含め、市街地再開発事業、土地区画整理事業、住宅

市街地総合整備事業などにより、計画的に整備された複合機能を備

えた拠点等として整備する。

・老朽化した住宅団地は、周辺地域も含め、必要な道路及び公園の整

備や緑の保全などを勘案しながら、地区計画、土地区画整理事業、

市街地再開発事業、住宅市街地総合整備事業などにより、居住、商

業など生活利便性を備えた生活中心地等として整備する。

・都市再生緊急整備地域においては、民間の創意工夫を生かした再開

発を促進するとともに、関連する公共施設整備を進め、魅力的な都

市空間を創出する。

（２）安全な市街地の整備

・首都直下地震や台風・豪雨災害など様々な災害に対して､AI や ICT

などを活用し刻々と変化する状況にも対応できるよう、ハード･ソ

フト両面からの備えの充実を図る。

・大震災時の延焼火災を防ぎ、避難せずに済む災害に強い都市づくり

を目指すため、木造住宅密集地域整備事業などにより広場や生活道

路などを整備し、防災性の向上及び居住環境の改善に努める。特に、

防災上重要な避難地周辺や避難路沿道は都市防災不燃化促進事業

により、建築物の不燃化を促進する。

・広域的に見て防災上重要度が高く火災の延焼を防止する骨格防災軸

等となる都市計画道路とその周辺地域については、土地区画整理事

業等と街路事業とを組み合わせて一体的に整備することや防災街

区整備地区計画等の活用により、安全な都市の実現を推進する。「防

災都市づくり推進計画」に位置付けられた整備地域内の主要な都施

行の都市計画道路を「特定整備路線」として選定し、都市計画道路

の整備に併せ、地区計画 、高度地区、防火地域などの活用により、

中高層建築物を誘導し、延焼遮断帯の形成を加速する。

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理

事業などのまちづくりの機会を捉え、無電柱化を推進する。

・河川沿いの地域においては、スーパー堤防や高規格堤防の整備と市

街地整備とを併せて行うことにより、水辺の豊かな空間を生かした

良好な住環境をつくる。特に東京東部の「広域ゼロメートル市街地」

では、気候変動によって高まる大規模水害リスクに備えて、浸水に

対応したまちづくりを進めていく。

・ 雨水の貯留・浸透施設整備等の総合治水対策を進め、地域の防災

性を高める。

・木造住宅密集地域については、市街地再開発事業、土地区画整理事

業、街区再編まちづくり制度、東京都建築安全条例第７条の３に基

づく新たな防火規制、地区計画、住宅市街地総合整備事業等を活用

し、建築物の防火性能の向上、街区の再編及び都市基盤の整備を図

り、安全な市街地を形成する。特に重点的・集中的に改善を図るべ

き地区は、「不燃化推進特定整備地区」に指定し、市街地の不燃化

を強力に推進する。

・街区再編まちづくり制度や都市開発諸制度、都市再生特別地区等に

より、木造住宅密集地域（整備地域）の基盤整備や環境改善、受皿

住宅の整備等の取組を新たに評価し、容積率を緩和するなど、民間

活力を生かして整備を促進する。
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・都市開発諸制度や市街地開発事業などを活用する開発等において、

備蓄倉庫や非常用発電機設備、一時滞在施設の整備を促進し 、帰

宅困難者の安全確保を図る。中核的な拠点などにおいて、地元区や

民間事業者などと連携して大街区化を進めるなど、市街地の更新に

よる耐震性の向上と併せて、オープンスペースや機能的な道路空間

を創出し、市街地の防災性を向上させる。

（３）快適な居住環境の整備

・中枢広域拠点域における土地利用の誘導の方向とも整合を図りなが

ら、国際ビジネス交流ゾーンや中核的な拠点等で、高齢者向け住宅

や外国人のニーズ、ICT 化の進展等を踏まえた住宅など多様なライ

フスタイルに対応した住宅供給を誘導するとともに、木造住宅密集

地域の改善や高経年マンションの機能更新を図る。

・都市開発諸制度を活用し、高齢者向け住宅や外国語対応の生活支援

施設等と合わせた外国人向け住宅の整備、地区外も含めた住環境の

向上に資する取組、ゆとりあるオープンスペースの拡充、有効活用

等によるにぎわい創出や、持続的な維持管理に資するエリアマネジ

メントを促進する。

・木造住宅密集地域については、市街地開発事業、街区再編まちづく

り制度、地区計画等を活用し、耐火性の高い建築物への建替えを促

進し、安全で快適な居住環境を創出する。

・道路などの公共施設が未整備な地域は、地域の実情に合わせて土地

区画整理事業のほか、住宅市街地総合整備事業や地区計画などを活

用し、公共施設の整備・改善を図りながら、良好な居住環境の市街

地となるよう誘導する。

・主要な駅周辺や身近な中心地に生活に必要な機能を集積させ、その

徒歩圏に包摂的社会の形成にも資する住宅市街地を誘導し、歩いて

暮らせるまちへの再構築を図るとともに、駅や中心地から離れた地

域では、緑豊かな良質な環境を形成する。

・都市型産業、伝統工芸又は地場産業が集積している地域については、

産業の育成と住環境の改善を図るため、活力ある均衡のとれた地域

の整備を推進する。 

（４）自然や歴史・文化などの環境を生かした整備

・自然地形、河川、海などの多様な自然的要素や歴史的建造物などの

歴史・文化資源を生かした都市づくりを積極的に行い、東京を代表

する景観を形成し、美しく風格のある首都東京にふさわしい美しい

空間を創造する。

・隅田川沿いなどにおいては、水辺の豊かな環境を生かすとともに、

河川側からの景観にも配慮し、水辺環境を生かした整備を図る。

・再開発に当たっては、歴史的な建造物や街並みの保存に配慮すると

ともに、新たに整備される建造物と周辺の環境と調和を図り、歴史

と文化を生かした景観を保全・創出する。また、大規模建築物など

が複数計画される区域では、一体的な景観形成を図り、地域の個性

を生かした景観を誘導する。

３ １号市街地 

おおむね区部全域を計画的な再開発が必要な市街地とし、計画事項

を【別表－１】に示す。 

４ 再開発促進地区（２号地区） 

316 地区を選定し、その整備又は開発の計画の概要を【別表－２】

に、おおむねの位置を附図に示す。 

５ 誘導地区 

158 地区を選定し、おおむねの位置及び整備の方向を【別表－３】

に示す。 

能を備えるとともに、子育て支援施設、集会施設などコミュニティ

インフラをも備えた生活利便性の高い拠点として整備する。 

・新型コロナ危機を契機とした都市づくりの観点から、国際ビジネス

交流ゾーンでは、新たなビジネスやイノベーションの創出にも資す

る、感染症にも配慮したゆとりある共用スペース等を備えた高機能

で高質な交流が行われる優良なオフィスへの機能更新を進めてい

く。また、中小オフィスビルのストックも活用したリノベーション

やニーズに応じた柔軟な用途転用、中央環状線内側等の交通結節性

の高い駅周辺における多機能を融合した駅まち一体のまちづくり

など進めることにより、高質な職住等が融合した空間へとつくり変

えていく。さらに、新型コロナ危機後を見据え、国際金融都市を目

指す観点から、付加価値を生み出す国際競争力の高い産業に従事す

るクリエイティブ人材の受入環境の充実やインバウンドへの対応

等、引き続き取り組んでいく。新都市生活創造域では、共用スペー

スを備えたシェアオフィスやサテライトオフィス等、オフィスワー

クとテレワークが補完的に機能するような場の整備や、ニーズに応

じた柔軟な用途転用などを進め、職住融合の拠点の育成を図る。 

・工場跡地などで土地利用転換が見込まれる低未利用地については、

その周辺地区も含め、市街地再開発事業、土地区画整理事業、住宅

市街地総合整備事業などにより、計画的に整備された複合機能を備

えた拠点等として整備する。

・老朽化した住宅団地は、周辺地域も含め、必要な道路及び公園の整

備や緑の保全などを勘案しながら、地区計画、土地区画整理事業、

市街地再開発事業、住宅市街地総合整備事業などにより、居住、商

業など生活利便性を備えた生活中心地等として整備する。 

・都市再生緊急整備地域においては、民間の創意工夫を生かした再開

発を促進するとともに、関連する公共施設整備を進め、魅力的な都

市空間を創出する。 

（２）安全な市街地の整備 

・首都直下地震や台風・豪雨災害など様々な災害に対して､AI や ICT

などを活用し刻々と変化する状況にも対応できるよう、ハード･ソ

フト両面からの備えの充実を図る。 

・大震災時の延焼火災を防ぎ、避難せずに済む災害に強い都市づくり

を目指すため、木造住宅密集地域整備事業などにより広場や生活道

路などを整備し、防災性の向上及び居住環境の改善に努める。特に、

防災上重要な避難地周辺や避難路沿道は都市防災不燃化促進事業

により、建築物の不燃化を促進する。 

・広域的に見て防災上重要度が高く火災の延焼を防止する骨格防災軸

等となる都市計画道路とその周辺地域については、土地区画整理事

業等と街路事業とを組み合わせて一体的に整備することや防災街

区整備地区計画等の活用により、安全な都市の実現を推進する。「防

災都市づくり推進計画」に位置付けられた整備地域内の主要な都施

行の都市計画道路を「特定整備路線」として選定し、都市計画道路

の整備に併せ、地区計画 、高度地区、防火地域などの活用により、

中高層建築物を誘導し、延焼遮断帯の形成を加速する。 

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理

事業などのまちづくりの機会を捉え、無電柱化を推進する。

・河川沿いの地域においては、スーパー堤防や高規格堤防の整備と市

街地整備とを併せて行うことにより、水辺の豊かな空間を生かした

良好な住環境をつくる。特に東京東部の「広域ゼロメートル市街地」

では、気候変動によって高まる大規模水害リスクに備えて、浸水に

対応したまちづくりを進めていく。 

・ 雨水の貯留・浸透施設整備等の総合治水対策を進め、地域の防災

性を高める。 

・木造住宅密集地域については、市街地再開発事業、土地区画整理事

業、街区再編まちづくり制度、東京都建築安全条例第７条の３に基

づく新たな防火規制、地区計画、住宅市街地総合整備事業等を活用

し、建築物の防火性能の向上、街区の再編及び都市基盤の整備を図

り、安全な市街地を形成する。特に重点的・集中的に改善を図るべ

き地区は、「不燃化推進特定整備地区」に指定し、市街地の不燃化

を強力に推進する。

・街区再編まちづくり制度や都市開発諸制度、都市再生特別地区等に

より、木造住宅密集地域（整備地域）の基盤整備や環境改善、受皿

住宅の整備等の取組を新たに評価し、容積率を緩和するなど、民間

活力を生かして整備を促進する。 

－ 4－
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番号 地域名（ha） ２ 新都市生活創造域 

ａ 再開発の目標 

・都市構造の再編成 

・建築物の更新 

・都市環境の向上等 

・主要な駅周辺では、大規模な商業、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、都民の生活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に対応する都市機能が集積し

た地域の拠点の形成を図る。 

・地域の拠点以外の駅周辺や、商店街、大規模団地、公共施設周辺など、公共交通の利便性が高い場所に、人口の規模や構成を踏まえた、食料品店や飲食

店等の商業施設、診療所、福祉施設など、地域住民の生活利便性と地域コミュニティを支え、生活に密着した都市機能が立地する生活の中心地の形成を

図る。 

・地域の拠点や生活の中心地からの徒歩圏に、多様な世代やライフスタイルに対応し、活力のある地域コミュニティを育む住宅市街地を誘導する。 

・市街地再開発事業等による共同化により、木造住宅密集地域の改善を促進する。 

ｂ

土
地
の
高
度
利
用
及
び
都
市
機
能
の
更
新
に
関
す
る
方
針

ア 適切な用途

及び密度の確

保、その他の適

切な土地利用

の実現 

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特性を生かした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地では、計画的

に開発された中高層住宅地を除き、低層及び低中層を主体とした住宅地として誘導する。 

・都市開発諸制度や特定用途誘導地区、地区計画等の活用により、商業・医療・福祉などの多様な都市機能を誘導する。 

・地域の拠点では、商業、医療・福祉などの生活に必要な都市機能や柔軟な働き方・暮らし方にも対応する都市機能の集積を図る。 

・生活の中心地では、飲食店や診療所などの生活に必要な都市機能の立地を促進する。

・工場跡地などで土地利用の転換が見込まれる低未利用地は、その周辺地区も含めて計画的に複合機能を備えた拠点などとして整備する。 

イ 主要な都市

施設の整備 

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。 

・鉄軌道の整備を促進する。 

・連続立体交差事業を促進する。 

ウ 都市の環境、

景観等の維持

及び改善 

・大規模団地の建替えにおける緑化や、都市開発諸制度等を活用した国分寺崖戦沿いの樹林や湧水の保全に取り組み、厚みとつながりのある緑の骨格の形

成を促進する。 

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源を生かした、首都東京にふさわしい美しい空間を創造する景観の形成を図る。 

エ その他特に

必要な事項 

・土地の高度利用 

・都市機能の更新 

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域の特性を生かした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。 

• 都市開発諸制度などの活用により、開放的で緑豊かな身近なオープンスペースを更に創出し、にぎわいある魅力的な空間形成を一層促進する。 

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまちづくりの機会を捉え、無電柱化を推進する。 

・まちづくりの機会を捉え、地域の特性に応じ、車中心から人中心の空間へと転換し、居心地が良く歩きたくなるまちなかの形成を促進する。 

別表－１ 計画的な再開発が必要な市街地（１号市街地）の計画事項 

番号 地域名（ha） １ 中枢広域拠点域 

ａ 再開発の目標 

・都市構造の再編成

・建築物の更新

・都市環境の向上等

・高密な鉄道、道路ネットワークを生かして、国際的なビジネス・交流機能や業務、商業など複合機能を有する中核的な拠点を形成する。また、芸術・文

化・スポーツや、イノベーションを創出する産業、交流機能などの多様な特色を有する拠点や地域の形成を図るとともに、歴史的資源や風情ある街並み

の保全・活用や地域コミュニティの活性化などによりそれぞれが際立った個性を発揮しながら、人々の交流の場を形成し、東京の魅力を向上させる。

・主要な駅周辺では、業務、商業施設に加え、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、都民の生活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に資する都市機能の

集積を図る。

・国際ビジネス交流ゾーンは、グローバルビジネスの業務統括拠点などが高度に集積した中核的な拠点の充実など、国際競争力の強化に向けた機能の一層

の導入を促進し、交通結節機能の更なる強化などと合わせ、複合的で高度な土地利用を推進する。

・木造住宅密集地域では、道路・公園整備や不燃化による建替えを促進するとともに、緑豊かな魅力ある都市環境を創出していく。また、市街地再開発事

業等による共同化を促進する。

ｂ

土
地
の
高
度
利
用
及
び
都
市
機
能
の
更
新
に
関
す
る
方
針

ア 適切な用途

及び密度の確

保、その他の適

切な土地利用

の実現

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特性を生かした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地は、低層及び

低中層の住宅地としての環境を保全すべき地域を除き、原則として中高層住宅地として誘導する。

・中核的な拠点は、高次の中枢管理機能のほか、国際ビジネス、業務、商業、芸術・文化、観光、居住など地域特性に応じた多様な機能の集積を図る。

・活力とにぎわいの拠点は、商業、文化、交流など地域の活力やにぎわいを生み出す多様な都市機能の集積を図る。

イ 主要な都市

施設の整備

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。

・鉄軌道の整備を促進する。

・駐車需要に応じた駐車施設の計画的な配置と整備を促進する。

ウ 都市の環境、

景観等の維持

及び改善

・大規模な民間の開発や機能更新の機会を捉え、都市開発諸制度や容積適正配分型地区計画などを活用し、南北崖線の緑の保全・再生や、都市公園と連担

した厚みのある質の高い緑化空間の形成を図る。

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源を生かした、首都東京にふさわしい美しい空間を創造する景観の形成を図る。

・中核的な拠点や活力とにぎわいの拠点などでは、都市再生特別地区や都市開発諸制度などを活用した複合開発により、最先端の省エネ技術、再生可能エ

ネルギー、未利用エネルギーなどの積極的な導入を促す。

エ その他特に

必要な事項

・土地の高度利用

・都市機能の更新

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域の特性を生かした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。

• 都市開発諸制度などの活用により、開放的で緑豊かな身近なオープンスペースを更に創出し、にぎわいある魅力的な空間形成を一層促進する。

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまちづくりの機会を捉え、無電柱化を推進する。

・まちづくりの機会を捉え、地域の特性に応じ、車中心から人中心の空間へと転換し、居心地が良く歩きたくなるまちなかの形成を促進する。

－ 7－
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番号 地域名（ha） ２ 新都市生活創造域 

ａ 再開発の目標 

・都市構造の再編成

・建築物の更新

・都市環境の向上等

・主要な駅周辺では、大規模な商業、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、都民の生活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に対応する都市機能が集積し

た地域の拠点の形成を図る。

・地域の拠点以外の駅周辺や、商店街、大規模団地、公共施設周辺など、公共交通の利便性が高い場所に、人口の規模や構成を踏まえた、食料品店や飲食

店等の商業施設、診療所、福祉施設など、地域住民の生活利便性と地域コミュニティを支え、生活に密着した都市機能が立地する生活の中心地の形成を

図る。

・地域の拠点や生活の中心地からの徒歩圏に、多様な世代やライフスタイルに対応し、活力のある地域コミュニティを育む住宅市街地を誘導する。

・市街地再開発事業等による共同化により、木造住宅密集地域の改善を促進する。

ｂ

土
地
の
高
度
利
用
及
び
都
市
機
能
の
更
新
に
関
す
る
方
針

ア 適切な用途

及び密度の確

保、その他の適

切な土地利用

の実現

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特性を生かした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地では、計画的

に開発された中高層住宅地を除き、低層及び低中層を主体とした住宅地として誘導する。

・都市開発諸制度や特定用途誘導地区、地区計画等の活用により、商業・医療・福祉などの多様な都市機能を誘導する。

・地域の拠点では、商業、医療・福祉などの生活に必要な都市機能や柔軟な働き方・暮らし方にも対応する都市機能の集積を図る。

・生活の中心地では、飲食店や診療所などの生活に必要な都市機能の立地を促進する。

・工場跡地などで土地利用の転換が見込まれる低未利用地は、その周辺地区も含めて計画的に複合機能を備えた拠点などとして整備する。

イ 主要な都市

施設の整備

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。

・鉄軌道の整備を促進する。

・連続立体交差事業を促進する。

ウ 都市の環境、

景観等の維持

及び改善

・大規模団地の建替えにおける緑化や、都市開発諸制度等を活用した国分寺崖戦沿いの樹林や湧水の保全に取り組み、厚みとつながりのある緑の骨格の形

成を促進する。

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源を生かした、首都東京にふさわしい美しい空間を創造する景観の形成を図る。

エ その他特に

必要な事項

・土地の高度利用 

・都市機能の更新 

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域の特性を生かした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。

• 都市開発諸制度などの活用により、開放的で緑豊かな身近なオープンスペースを更に創出し、にぎわいある魅力的な空間形成を一層促進する。

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまちづくりの機会を捉え、無電柱化を推進する。

・まちづくりの機会を捉え、地域の特性に応じ、車中心から人中心の空間へと転換し、居心地が良く歩きたくなるまちなかの形成を促進する。

別表－１ 計画的な再開発が必要な市街地（１号市街地）の計画事項 

番号 地域名（ha） １ 中枢広域拠点域 

ａ 再開発の目標 

・都市構造の再編成 

・建築物の更新 

・都市環境の向上等 

・高密な鉄道、道路ネットワークを生かして、国際的なビジネス・交流機能や業務、商業など複合機能を有する中核的な拠点を形成する。また、芸術・文

化・スポーツや、イノベーションを創出する産業、交流機能などの多様な特色を有する拠点や地域の形成を図るとともに、歴史的資源や風情ある街並み

の保全・活用や地域コミュニティの活性化などによりそれぞれが際立った個性を発揮しながら、人々の交流の場を形成し、東京の魅力を向上させる。 

・主要な駅周辺では、業務、商業施設に加え、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、都民の生活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に資する都市機能の

集積を図る。

・国際ビジネス交流ゾーンは、グローバルビジネスの業務統括拠点などが高度に集積した中核的な拠点の充実など、国際競争力の強化に向けた機能の一層

の導入を促進し、交通結節機能の更なる強化などと合わせ、複合的で高度な土地利用を推進する。 

・木造住宅密集地域では、道路・公園整備や不燃化による建替えを促進するとともに、緑豊かな魅力ある都市環境を創出していく。また、市街地再開発事

業等による共同化を促進する。 

ｂ

土
地
の
高
度
利
用
及
び
都
市
機
能
の
更
新
に
関
す
る
方
針

ア 適切な用途

及び密度の確

保、その他の適

切な土地利用

の実現 

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特性を生かした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地は、低層及び

低中層の住宅地としての環境を保全すべき地域を除き、原則として中高層住宅地として誘導する。 

・中核的な拠点は、高次の中枢管理機能のほか、国際ビジネス、業務、商業、芸術・文化、観光、居住など地域特性に応じた多様な機能の集積を図る。 

・活力とにぎわいの拠点は、商業、文化、交流など地域の活力やにぎわいを生み出す多様な都市機能の集積を図る。 

イ 主要な都市

施設の整備 

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。 

・鉄軌道の整備を促進する。 

・駐車需要に応じた駐車施設の計画的な配置と整備を促進する。 

ウ 都市の環境、

景観等の維持

及び改善 

・大規模な民間の開発や機能更新の機会を捉え、都市開発諸制度や容積適正配分型地区計画などを活用し、南北崖線の緑の保全・再生や、都市公園と連担

した厚みのある質の高い緑化空間の形成を図る。

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源を生かした、首都東京にふさわしい美しい空間を創造する景観の形成を図る。 

・中核的な拠点や活力とにぎわいの拠点などでは、都市再生特別地区や都市開発諸制度などを活用した複合開発により、最先端の省エネ技術、再生可能エ

ネルギー、未利用エネルギーなどの積極的な導入を促す。 

エ その他特に

必要な事項 

・土地の高度利用 

・都市機能の更新 

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域の特性を生かした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。 

• 都市開発諸制度などの活用により、開放的で緑豊かな身近なオープンスペースを更に創出し、にぎわいある魅力的な空間形成を一層促進する。 

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまちづくりの機会を捉え、無電柱化を推進する。 

・まちづくりの機会を捉え、地域の特性に応じ、車中心から人中心の空間へと転換し、居心地が良く歩きたくなるまちなかの形成を促進する。 

－ 6－
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番号 地区名 

面積（ha） 

（おおむねの位置） 

文．１ 音羽一・二丁目地区 

約 3.0ha 

（文京区西部） 

文．２ 教育の森公園周辺地区 

約 32.2ha 

（文京区西部） 

文．３ 後楽二丁目地区 

約 16.6ha 

（文京区南西部） 

ａ 地区の再開発、 

整備等の主たる 

目標 

低層木造密集地区を整備、改善し、土地の有効利

用を図るとともに、地域の活性化と災害に強いまち

づくりを進める。 

大地震等による災害から地域住民の生命を守るた

め、建築物の不燃化を促進し、避難場所の防災性能を

高めるとともに、茗荷谷駅周辺については拠点商業

業務地として整備改善を図る。 

良好な居住環境に整備、改善し、土地の有効利用

を図るとともに、地域の活性化と災害に強いまちづ

くりを進める。 

都市づくりのグランド 

デザインの位置付け 
中枢広域拠点域 中枢広域拠点域 

国際ビジネス交流ゾーン 

中枢広域拠点域 

ｂ 用途、密度に関する
基本的方針、その他の
土地利用計画の概要 

放射 26 号線沿いに、中高層の住宅を主体とした

複合施設を配置し、土地の高度利用と防災不燃化を

図る。 

不燃化を進め、敷地条件等により建築物の更新を

促進し、土地の有効利用を図る。 

住宅、商業等が共存する複合的な土地利用の市街

地として整備する。 

ｃ 建築物の更新の方針 老朽木造建築物を不燃化及び共同化し、中高層化

を図る。 

市街地再開発事業等により、建築物の更新を促進

し、不燃空間の形成を図る。 

老朽木造建築物を不燃化及び共同化し、中高層化

を図る。 

ｄ 都市施設及び地区施

設の整備の方針 

区画道路の整備を図る。 避難場所である教育の森公園については、防災公

園として整備を図る。また、放射８号線及び駅周辺の

整備を促進する。 

区画道路、緑地及び広場等の整備を図る。 

e    その他 

１公共及び民間の役割や

条件整備等の措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

（都市計画事業） 

５関連事業（その他） 

６他の計画の位置付け 

１ 組合施行の市街地再開発事業等により、公共施

設及び施設建築物の整備を図る。 

２ 市街地再開発事業（完了） 

４ 街路整備事業 放射 26号線（完了） 

  都市計画道路 環状４号線（予定） 

５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

  都市防災総合推進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

１ 道路事業及び市街地再開発事業等により、公共

施設及び施設建築物の整備を図る。 

２ 市街地再開発事業（事業中） 

４ 街路整備事業 放射８号線（事業中） 

  地区計画（決定済み） 

５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

都市防災総合推進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

１ 市街地再開発事業等により、公共施設及び施設

建築物の整備を図る。 

２ 市街地再開発事業（完了） 

３ 再開発等促進区を定める地区計画（決定済み） 

４ 街路整備事業 放射 25号線（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

1
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番号 地区名 

面積（ha） 

（おおむねの位置） 

文．４ 千川通り南部周辺地区 

約 24.0ha 

（文京区中央部） 

文．５ 大塚五・六丁目地区 

約 27.9ha 

（文京区西北部） 

文．６ 不忍通り地区 

約 18.1ha 

（文京区北東部） 

ａ 地区の再開発、整備

等の主たる目標 

低層老朽住宅等密集地区を整備、改善し、快適

な環境の創出と併せて、共同化による土地の有効

利用を図るとともに、地域の活性化と災害に強い

まちづくりを進める。 

地区の防災性を高めるために、道路・公園等の

公共施設の整備及び建築物の不燃化促進により改

善するとともに、土地の有効利用を図り、住環境

の整備を進める。 

大規模な地震等に伴い発生する火災から、住民

の生命、財産等を保護し、避難路の防災性能を高

めるために、沿道建築物の不燃化を促進するとと

もに、低層老朽住宅密集地区の整備、改善を進

め、住宅供給及び住環境の整備を図る。 

都市づくりのグランド

デザインの位置付け 
中枢広域拠点域 中枢広域拠点域 中枢広域拠点域 

ｂ 用途、密度に関する

基本的方針、その他の

土地利用計画の概要 

住宅、商業等が共存する複合的な土地利用の市

街地として整備する。 

住宅地として整備を進めるとともに、地区内幹

線道路沿いにおいては、住宅、商業等が共存する

複合的な土地利用の市街地として整備する。 

不燃化を進めるとともに、土地や建築物の共同

化を促進し、住宅、商業等が共存する、複合的な

土地利用の市街地として整備する。 

ｃ 建築物の更新の方針 低層建築物を不燃化及び共同化し、中高層化を

図る。 

老朽住宅等の建替え等によって不燃化及び共同

化し、中高層化を図る。 

老朽住宅等の建替え等によって、建築物の中高

層化及び共同化を図るとともに、住宅供給を促進

する。 

ｄ 都市施設及び地区施

設の整備の方針 

道路、緑地及び広場等の整備を図る。 区画道路及び公園等の整備を図る。 環状４号線、補助94号線、区画道路及び公園等

の整備を図る。 

ｅ その他 

１ 公共及び民間の役割

や条件整備等の措置 

２ 市街地開発事業 

３ 都市開発諸制度 

４ 関連事業 

（都市計画事業） 

５ 関連事業（その他） 

６ 他の計画の位置付け 

１ 組合施行の市街地再開発事業等により、公共施

設及び施設建築物の整備を図る。 

２ 市街地再開発事業（一部完了・一部事業中） 

４ 地区計画（決定済み） 

５ 都心共同住宅供給事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民間は住

宅市街地総合整備事業等により、建築物を整備

する。 

４ 街路整備事業 放射８号線（事業中） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

  木造住宅密集地域整備事業（完了） 

  緊急木造住宅密集地域防災対策事業（完了） 

  都市防災不燃化促進事業（完了） 

  都市防災総合推進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

  防災再開発促進地区 

  不燃化推進特定整備地区 

  東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民間は都

市防災不燃化促進事業や住宅市街地総合整備

事業等により、不燃建築物の整備を行う。 

４ 街路整備事業 補助 94号線（事業中） 

都市計画道路 環状４号線（一部完了・一部予

定） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

  木造住宅密集地域整備事業（完了） 

  緊急木造住宅密集地域防災対策事業（完了） 

  都市防災不燃化促進事業（完了） 

  都市防災総合推進事業（完了） 

  防災生活圏促進事業（完了） 

  優良建築物等整備事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

1
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番号 地区名 

面積（ha） 

（おおむねの位置） 

文．７ 千駄木・向丘地区 

約 88.6ha 

（文京区北東部） 

文．８ 不忍通り第二地区 

約 20.6ha 

（文京区北西部） 

ａ 地区の再開発、整備

等の主たる目標 

地区の防災性を道路・公園等の公共施設の整備

及び建築物の不燃化促進により改善するととも

に、土地の有効利用を図り、住環境の整備を進め

る。 

大規模な地震等に伴い発生する火災から、住民

の生命、財産等を保護し、避難路の防災性能を高

めるために、沿道建築物の不燃化を促進するとと

もに、低層老朽住宅密集地区の整備、改善を進

め、住宅供給及び住環境の整備を図る。 

都市づくりのグランド

デザインの位置付け 
中枢広域拠点域 中枢広域拠点域 

ｂ 用途、密度に関する

基本的方針、その他の

土地利用計画の概要 

住宅地として整備を進めるとともに、地区内幹

線道路沿いにおいては、住宅、商業等が共存する

複合的な土地利用の市街地として整備する。 

不燃化を進めるとともに、土地や建築物の共同

化を促進し、住宅、商業等が共存する、複合的な

土地利用の市街地として整備する。 

ｃ 建築物の更新の方針 老朽住宅等の建替え等によって不燃化及び共同

化し、中高層化を図る。 

老朽住宅等の建替え等によって、建築物の中高

層化及び共同化を図るとともに、住宅供給を促進

する。 
ｄ 都市施設及び地区施

設の整備の方針 

区画道路及び公園等の整備を図る。 環状４号線、区画道路及び公園等の整備を図

る。 

ｅ その他 

１ 公共及び民間の役割

や条件整備等の措置 

２ 市街地開発事業 

３ 都市開発諸制度 

４ 関連事業 

（都市計画事業） 

５ 関連事業（その他） 

６ 他の計画の位置付け 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民間は住

宅市街地総合整備事業等により、建築物を整備

する。 

４ 街路整備事業 補助 94号線（事業中） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

  木造住宅密集地域整備事業（完了） 

緊急木造住宅密集地域防災対策事業（完了） 

防災生活圏促進事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

都市防災総合推進事業（完了） 

優良建築物等整備事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

  防災再開発促進地区 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民間は都

市防災不燃化促進事業や住宅市街地総合整備

事業等により、不燃建築物の整備を行う。 

４ 街路整備事業 環状４号線（事業中） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

  木造住宅密集地域整備事業（完了） 

  緊急木造住宅密集地域防災対策事業（完了） 

  都市防災不燃化促進事業（完了） 

  都市防災総合推進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

1
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主・地・８号千代田・練馬・田無線

28.4

12.3

目白台一丁目

20

12.2

29.4

目白台二丁目

27.7

27.8

25.8

谷線

26

19.7

19.4

智香寺

大塚窪町公園

善心寺

小石川東京病院

護国寺墓地

小石川消防署

本伝寺

大塚出張所

護国寺

宮
内
庁
書
陵
部

豊島ヶ岡御陵

東
京
メ
ト
ロ
丸
ノ
内
線

大
塚
支
所

大塚地域活動 センター

巣
鴨
自
動
車
営
業
所

都
交
通
局

茗荷谷駅

センター

文京スポーツ

占春園

筑波大学附属小学校

護
国
寺
駅

青
柳
小
学
校

音羽地域活動 センター

大塚警察署

大塚警察署

（仮庁舎）

護国寺駅

アカデミー音羽

料金所

護国寺庁舎

首都高速道路株式会社

護国寺駅

護国寺駅

雑司ヶ谷幼稚園

豊
島
区

本
浄
寺

目
白
台
総
合
セ
ン
タ
｜

日
本
女
子
大
学

区

文京区

環

高
速
道
路
５
号

放
２
６２
７
Ｍ

１
６
．
５
Ｍ

放
８

２７Ｍ

２５
Ｍ

３
０
Ｍ

環
４

３
０
Ｍ

１
７
．
５
Ｍ

４
車
線

高
速
道
路
５
号
線

２
７
Ｍ

環４

放
２
６

２５
Ｍ４

車
線

２２
Ｍ

環
４

１
９
Ｍ

４０Ｍ

高
速
道
路
５
号
線

放
２
６

２２
Ｍ

１
８
Ｍ

補
７
６

補７６

１８Ｍ

0 50 100 200m

再開発促進地区 文．１ 音羽一・二丁目地区 約３．０ｈａ 

凡 例 

再開発促進地区 

道 路 の 中 心 

道 路 の 内 端  

道 路 の 外 端 

地 境 

線種境界マーク 

土
地
利
用

商 業 地 

業 務 地 

工 業 地 

住 宅 地 

都
市

施
設

道路・駅前広場 

公 園 

市
街
地
開
発
事
業

等
の
概
ね
の
位
置

都市計画道路（予定） 環４ 

 

Ｎ

外側 

内側 

1
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再開発促進地区 文．２ 教育の森公園周辺地区 約３２．２ｈａ 

凡 例 

再開発促進地区 

道 路 の 中 心 

道 路 の 内 端  

道 路 の 外 端 

地 境 

線種境界マーク 

土
地
利
用

商 業 地 

業 務 地 

工 業 地 

住 宅 地 

都
市

施
設

道路・駅前広場 

公 園 

市
街
地
開
発
事
業

等
の
概
ね
の
位
置

市街地再開発事業等（事業

中） 

地区計画（決定済） 

街路整備事業（事業中） 放８ 

Ｎ

内側 

外側 

1
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千代田区神楽河岸

春
日
駅

主
・
地
・
３
０
１

号
白
山
・
祝
田

・
田
町
線
（
白
山

通
り

）

6.1

5.9

春日駅

春日駅

文京シビックセンター

文京区役所

6.0

都営第二後楽園

アパート

後楽園駅

都
道
４
３
４

6.9

12.2

7.3

6.5

7.2

7.7

8.3

5.7

善雄寺

源覚寺

春
日
駅

春日駅

7.6

9.0

16.8

10.5

都営後楽園

第一アパート
東
京
都
戦
没
者
霊
苑

礫川公園

国道２５４号（春日通り）

17.5

13.5

6.8

10.2

19.6

8.6

都
道

４
３

６

22.8

小石川二丁目

17.4

22.8

22.2

21.5

後楽園キャンパス

中
央
大
学
高
校

中央大学

春日一丁目

19.9

22.3

22.8

6.2

7.8

メト

東京

ロ丸
ノ内線

8.1

8.3

5.8

大塚特別支援学校

警視庁

西岸寺

常泉院

富坂庁舎

筑波大学付属

23

22.8

24.9

24.1

20.9

光雲寺

富坂警察署

礫川小学校

23.3

23.2

小石川

税務署

都道４３４号牛込・小石川線

15.4

5.9

5.7

文京区教育センター

北
野
神
社

11.5

5.9

春 日 二 丁 目

67.3

第三中学校

2
3

23.8

23.4

18.2

25.4

23.69

23.8

24.4

後楽幼稚園

都
道
４
３
４

4.9

4.6

５
４

国
道
２
５
４

25.6

23.8

5.9

（建築中）

5.9

白鳥橋

諏訪神社

新小川町

後楽二丁目

4.6

3.3

3.5

3.4

4.6

4.9

4.0

7.1

10.4

16.9

22.5

7.4

新白鳥橋

水
道
児
童
館

水
道
保
育
園

神田川

水道一丁目

3.8

3.3

6.3

2.6

5.2

4.7

6.5

金
富
小
学
校

大学院大学

8

6.6

7.7

小桜橋

中之橋

5

4.2
4.0

4.4

4.1

4.3

4.4

東
五
軒
町
保
育
園

東
五
軒
町
児
童
館

東
五
軒
町

4.0

4.4

5.1

4.4

5.3

4.7

5.4

4.6

5

西江戸川橋

4.7

4.3

4.2

5.1

称
名
寺

8

4.9

17.6

6.7

7.0

4.5

西
五
軒
町

6

4.3

4.7

5.1

5.3

水道端図書館

善
仁
寺

本法寺

輪
寺

14.1

6.2

主・地・８号千代田・練馬・田無線（目白通り）

水道二丁目

4.1

4.8

4.9

4.7

4.8

江戸川小学校

水
道
町

4.5

5.6

4.7

5.4

10.8

9.3

6.8

体育館

石切橋

5.1

後楽園ホ－ル

東京ドームホテル

4.7

後楽ポンプ所

後
楽
橋

小石川橋

住宅金融

支援機構

都下水道局

水道橋分水路

3.6

5.6

4.5

都道４０５号外濠環状線（外堀通り）

後楽一丁目

21.2

5.1

4.7

10

6

6

6

5.1

4.8

4.5

4.6

4.6

飯田橋三丁目

庁舎

警視庁飯田橋

飯
田
橋
駅 飯田橋

合同庁舎

首都高速５号池袋線

4.8

4.6

船河原橋

都道４０５

4.5

5.7

3.4

4.5

小
石
川
運
動
場

後楽二丁目

3.49

5.33

5.0

4.5

揚場町

主・地
・２５

号

主
・
地

飯田橋・石神井・新座線
（早稲田通り）

・
８

津久戸町

下宮比町

9.5

5.1

6.5

5.3

5.8

4.1

4.3

5.0

9.5

1
0

筑土八幡町

白銀町

8.6

8.7

19.7

15.5

18.4

16.6

主
・
地
・
２
５

神楽坂五丁目

神
楽
坂
四
丁
目

12

19.65

17.4

10.8

主
・
地
・
２
５

神楽坂六丁目

赤
城
元
町 2

0

20.1

23.2

9.9

文
京
清
掃
事
務
所

東京ド－ム

ビッグエッグ

東京ド－ムシティ

都立文京

盲学校

小石川後楽園

都
道
４
３
４

新隆慶橋

隆慶橋

東
五
軒
町
地
域
交
流
館

新小川公園
（道路建設中）

6.6

赤
城
神
社

東五軒

公園

飯田橋駅

新
宿
区

白銀公園

津久戸幼稚園

東
京
厚
生
年
金
病
院

津久戸小学校

消防署

牛込

赤
城
生
涯
学
習
館

４
０
Ｍ

放
９

２
２
Ｍ

３５Ｍ ３０Ｍ

２
２
Ｍ

２７Ｍ

補
７
９

３０Ｍ

６車線

２７Ｍ

放
２５

環２

５
Ｍ

４０Ｍ

高
架
橋

１

高速道路５号線

Ｒ
＝
１
８
０
Ｍ３０

Ｍ

放８

１８．５
Ｍ

Ｒ
＝
２
７
０
Ｍ

３０
Ｍ

放
２５

Ｒ
＝
２
０
０
Ｍ

７
５
Ｍ
～
６
４
Ｍ

高
速

道
路

５
号
線

放
７

放
２５

２７Ｍ

２７Ｍ

高速道路５号線

放７

計・内側

計
・
内
側

0 100 200m50

Ｎ

再開発促進地区 文．３ 後楽二丁目地区 約１６．６ｈａ 

凡 例 

再開発促進地区 

道 路 の 中 心 

道 路 の 内 端  

道 路 の 外 端  

地 境 

線種境界マーク 

土
地
利
用

商 業 地 

業 務 地 

工 業 地 

住 宅 地 

都
市

施
設

道路・駅前広場 

公 園 

市
街
地
開
発
事
業

等
の
概
ね
の
位
置

再開発等促進区を定める

地区計画（決定済） 

Ｎ

外側 

内側 
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（
本
郷

通
り
）

23.7

22.1

国
道

１
７

号

赤門

53.0

23.40

24.6

24.3

本郷薬師
桜木神社

22.9

15.5

20.1

22.0

16.7

本郷児童館

本
郷
郵
便
局

（工事中）

本郷六丁目
22.7

22.3

21.0

23.7

23.0

23.1

喜福寺

長泉寺

法真寺本郷五丁目

22.1

22.1

男女平等

センター

本
郷
小
学
校

21.9

15.5

24.7

（建）

主・地・３１９号環状三号線

弥生一丁目

21.4

20.67

24.3

20.9

21.4

24.0

清
水
橋

慈愛病院

24.2

21.5

17.1

20.4

西片二丁目

21.7

11.0

21.9

22.1

21.0

21.9

14.8

21.9

21.7

7.9

西片一丁目

21.4

20.2

21.5

11.5

21.4

１

白山一丁目

20

7.9

8.5

7.3

8.1

7.6

柳町小学校

柳町児童館

柳町保育園

柳町幼稚園

5.96

9.3

7.3

7.2

白山二丁目

小石川

福祉作業所

都
道
４
３
６
号
小
石
川
・
西
巣
鴨
線

小石川三丁目

7.2

7.9

15.4

念速寺

7.8

8.3

慈照院

明照幼稚園

小石川四丁目

12.3

8.6

13.9

真珠院

15.0

19.7

19.8

文京ふるさと

真砂中央図書館

歴史館

（工事中）

21.9

20.9

13.6

文京区

都営本郷四丁目
アパート

11.7

13.1

22.2

18.7

9.7

21.8

14.8
21.5

18.4

8.1

ア
パ
ー
ト

都
営
本
郷
一
丁
目 東電

真砂町変電所

都
交
通
局

春
日
総
合
庁
舎

7.9

アパート

都営文京真砂

区民センター春日駅

本郷四丁目

13.7

6.4

興
善
寺

春
日
駅

主
・
地
・
３
０
１

号
白
山
・

祝
田

・
田

町
線

（
白
山

通
り

）

6.1

8.1

5.9

21.0

10.0

6.7

春日駅

春日駅

文京シビックセンター

文京区役所

6.0

5.7

善雄寺

源覚寺
春
日
駅

春日駅

7.6

9.0

16.8
10.5

（建築中）
礫川地域活動センター

小
石
川
一
丁
目

7.3

6.6

都営後楽園

第一アパート東
京
都
戦
没
者
霊
苑

礫川公園

国道２５４号（春日通り）

17.5

13.5
6.8

10.2
19.6

8.6

都
道

４
３

６

22.8

20

善光寺

澤蔵司稲荷

小石川二丁目

13.1

17.4

22.8

22.2

21.5

後楽園キャンパス

中
央
大
学
高
校

中央大学

春日一丁目

19.9

22.3

22.8

大塚特別支援学校

警視庁

西岸寺

常泉院

富坂庁舎

筑波大学付属

2 3

22.8

24.9

24.1

20.9

光雲寺

傳通院

富坂警察署

淑徳ＳＣ

中等部・高等部

礫川小学校

21.5

20.4

23.3

23.2

文京区教育センター

北
野
神

11.5

春 日 二 丁 目

67.3

第三中学校

23

23.8

23.4

18.2

25.4

法
蔵
院

福寿幼稚園

2
5

23.69

23.8

24.2

24.4

24.5

24.4

見
樹
院

国
道
２
５
４

25.6

23.8

7.1

１５Ｍ

３
０
Ｍ

１
５
Ｍ

放
１
０

４
０
Ｍ

２
７
Ｍ

放
９

３
０
Ｍ

３５Ｍ

補
９
５

２
２
Ｍ

３５Ｍ ３０Ｍ
２
２
Ｍ

２７Ｍ

補
７
９

３０Ｍ

放８

１８．５
Ｍ

Ｒ＝１００Ｍ

補
７９

２
０
Ｍ

２０Ｍ

計

計

外側

計

20ｍ
外
側

0 50 100 200m

再開発促進地区 文．４ 千川通り南部周辺地区 約２４．０ｈａ 

凡 例 

再開発促進地区 

道 路 の 中 心 

道 路 の 内 端  

道 路 の 外 端  

地 境 

線種境界マーク 

土
地
利
用

商 業 地 

業 務 地 

工 業 地 

住 宅 地 

都
市

施
設

道路・駅前広場 

公 園 

市
街
地
開
発
事
業

等
の
概
ね
の
位
置

地区計画（決定済） 

市街地再開発事業（一部事

業中） 

Ｎ

外側 

内側 

1
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2

15.2

11.6

13

11.

13.9

大塚三丁目

22

2
3

17

16.7

22.7

18.3

12.9

大塚四丁目

1
8

13.9

18.2

18.3

15.9

16.4

都
道
４
３
６
号
小
石
川
・
西
巣
鴨
線

1
5

12.6

14.6

19.1
・

線
谷

雑
ケ

（不
忍通り

）

18

18.1

20.9

20.4

21.1

20.7

20.3

21.3

19.1

27

教育の森公園
22.4

原

大塚仲町

公園

（建）

葉秋号

21.1

2
6

３ ７４道都

2
8

25.7

25.6

23.7

23.1

22.1

20.3

18.2

21.0

23.0

28.5

28.4

14.9

17.9

12.4

13.5

22.1

南大塚二丁目

24.7

16.6

附
属
高
校

附属中学校

お
茶
の
水
女
子
大
学

お茶の水女子大学

2
8

24

27.9

28.1

25.9

28.6

21.6

2
5

22

2
6

27.26

24.4

24.1

25.4

27.0

22.8

28

2
6

24.8

19.1

21.1

28.2

25.2

29.2

大塚五丁目

2 8

31

22.1

31.6

30.1

17.1

20.9

24

27.9

20.3

29.7

28.9

29.9

29.5

23.1

26.4

22.6

31.0

大塚六丁目

29.2

29.2

30.4

30.3

30.1

30.9

30.3

2
9

3
0

30.6

30.1

30.1

30

26

24.5

23.9

27.4

19.9

17

音羽幼稚園

30

24

17.9

15.3

護
国
寺
駅

護
国
寺
駅

護
国
寺

都
道

14.86

17.1

13.6

20

18.9

29.6

28.2

日本大学豊山中・高校

（建築中）

15.5

26

18

23.2

29.8

東池袋五丁目

29.5

25.6

25.2

25.4

南
池
袋
四
丁
目

４
３

５

都
道

31

28.9

30.2

23.8

都
道
４
３
５

東池袋五丁目

東
池
袋
五
丁
目

30.5

31.1

25.6

27.6

31.2

29.5

30

29.61

28.9

30.9

30.9

30.6

37.3

29.6

四丁目

5

26.4

29.2

16.6

首
都高

速

青
柳
幼
稚
園

雑
司
が
谷
一
丁
目

24.9

27.3

30.7

雑司が谷一丁目

22

29

30.9

26.2

からたち公園

大塚病院

新大塚駅

南大塚

智香

大
塚
小
学
校

大塚窪町公園

大塚会館
かるた記念

善心寺

小石川東京病院

護国寺墓地

小石川消防署

本伝寺

大塚公園
みどりの図書室

大塚出張所

東邦中・高校

東邦音楽大学・短大

護国寺

宮
内
庁
書
陵
部

大
塚
先
儒
墓
所

豊島ヶ岡御陵

南池袋ＰＡ

南
池
袋
Ｐ
Ａ

センタ

文京スポ

筑波大学

青
柳
小
学
校

アカデミー音羽
護国寺駅

雑司ヶ谷幼稚園

豊
島
区

本
浄
寺

老人ホーム
くすのきの郷

都営第二大塚アパート

都監察医務院

大塚公園

（建築中）

南大塚公園
（建築中）

大
塚
坂
下
町
公
園

大
塚
保
育
園

大
塚
児
童
館

大
塚
み
ど
り
の
郷

老
人
ホ
｜
ム

局

大
塚
北
交
流
館

新大塚駅

造幣局東京支局

ソシエ東池袋
区民住宅

駅

駅

東池袋四丁目駅

文京区

２５
Ｍ

３
０
Ｍ

環
４

２
０
Ｍ

補
７９

Ｒ＝
２０
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３
０
Ｍ

放
８２

７
Ｍ
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２５
Ｍ

２５Ｍ

２
７
Ｍ

補
８
０

Ｒ＝
３００

Ｍ

４
車
線

１
９
Ｍ

４０Ｍ

高
速
道
路
５
号
線

放
２
６

線

１１Ｍ

Ｒ＝
２５０Ｍ

補
１７６

Ｒ
＝
１
４
５
Ｍ

４車
線

道
路
５号

線

放
２６

２７Ｍ

都市計画公園境 都市計画公園境

外側

都市計画公園境
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業
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の
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線種境界マーク 

土
地
利
用

商 業 地 

業 務 地 

工 業 地 

住 宅 地 

都
市

施
設

道路・駅前広場 

公 園 

市
街
地
開
発
事
業

等
の
概
ね
の
位
置

街路整備事業（事業中） 

都市計画道路（一部予定） 
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外側 
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三

東日暮里六丁目

2.9

3.6

3.8

保育園

東日暮里

3.6

3.3

3.5

3.8

日暮里

図書館

3.63.9

3.6

3.9

3.7

日暮里ひろば 館

日暮里幼稚園

4

3.7

3.7

3.8

3.5

3.6

東電

日暮里変電所

4

3.6

3.8

3.1

ひ
ぐ
ら
し
小
学
校

西日暮里二丁目

3.9

4.2

4.2

3.8

Ｊ
Ｒ
常

磐
線

諏訪台中学校

8.4

3.8

3.2

4.1

3.9

都荒川都税事務所

（建）

都税事務所

都荒川

主
・
地
・
５
８

4.1

3.8

4.2

養福寺

養福寺

諏
訪
台
ひ
ろ
ば
館

浄光寺

京
成
本
線

諏
訪
台
ひ
ろ
ば
館

20

7

20.6

正覚寺

西日暮里駅

西
日
暮
里
駅

西日暮里五丁目7.6

4.1

4.1
3.7

4.5
4.6

11.9

Ｊ
Ｒ
東
北
・上

越
新
幹
線

Ｊ
Ｒ
山
手
線

Ｊ
Ｒ
京
浜
東
北
線

京
成
本
線

Ｊ
Ｒ
東
北
本
線

技術センター

ＪＲ東京変電

4

11.9

20.93

11.9

10.8

21.1

1
2

保育園

ひぐらし

都
道
４
５
７

諏方神社

諏
方
神
社

青雲寺

西日暮里駅

西
日
暮
里
公
園

2
0

1
0

法
光
寺

修性院

第
一
日
暮
里
小
学
校

法光寺

西
日
暮
里
三
丁
目

9

Ｊ
Ｒ
山
手
線

桐杏学園

22

12.3

23.3

20.3

谷中幼稚園

開成高校

都
道
４

５
７

号
駒

込
・

宮
地

線

西日暮里三丁目

1 0

8

20.93

6.7

11.4

22.5

開成中学校

2
0

12

22.9

14.9

10.1

潅
山
幼
稚
園

荒川区
西日暮里四丁目

10.1

8.3

8.3

9.8

10.6

7.9

台東区

都
道
４
５
７

都
道
４
３
７

千駄木三丁目

谷中三丁目

10

7.6

7.6

8.1

8.7

8.5

8.0

9.3

千駄木四丁目

動坂福祉会館

駒込保育園

8.6

8.3

13.7

15.8

13.9

12.3

8.5

9.4

22.2

駒込公園

都
道

４
５

８

千駄木五丁目

18.7

20.6

9.27

9.0

9.8

8.7

9.6

14.8

本駒込図書館

本駒込幼稚園

本駒込四丁目

1 2

15

15.9

10.9

10.3

9.9

都立駒込病院

動坂遺跡

都立駒込病院

80.8

22.0

22.4

17.3

動坂公園

21.2

21.7

勤労福祉会館

四丁目アパート

都営本駒込

駒込名主屋敷

天祖神社

神明公園

本駒込三丁目

2
1

22.1

22.7

18.8

23.4

23.4

22.2

25.2

14.9

16.2

都
道

４
５

５

富士神社

天然寺

江
岸
寺

第九中学校

長源寺
第九中学校

22.3

23.3

21.6

24.2

文京区

昭和小学校

富士前公園

都道４３７号秋葉原・雑司ヶ谷線

本駒込五丁目

23.73

14.7

23.1

22.1

24

23

22.7

22.9

22.9

駒込警察署

本駒込二丁目

24.3

24.5

24.2

日暮里南公園

4

5.5

荒川区
3.8

鶯谷検診 センター

書道博物館

根岸二丁目

14.7

3.9

8.5

養寿院

Ｊ
Ｒ
京
浜
東
北
線

Ｊ
Ｒ
山
手
線

Ｊ
Ｒ
常
磐
線

寛 永寺 橋

1
6

15.7

14.2

京
成
本
線

国際理容美容専門学校

（
尾
久
橋
通
り
）

1
0

16

4

4.5

3.9
7.6

4

善性寺

主
・
地
・
５
８
号
台
東
・
鳩
ヶ
谷
線

東日暮里五丁目

東日暮里六丁目

4.1

4.1

3.9

3.5

3.9

3.2

16.2

東
台
門
（隧
道
）

徳川家墓地

上野桜木二丁目

16.7

16.4

16.1

音無川出張所

日
暮
里
・
舎
人
ラ
イ
ナ
ー

荒川消防署

主
・
地
・
５
８

主
・
地
・
５
８

4.5

7.6

4.4

1
7

安立院

天王寺

天王寺五重塔跡

1
0

18

7.2

18.0

19.3

多宝院

総持院
西光寺

谷中七丁目

1
8

40.0

18.5

15.8

18.6

19.4

18.8

18.7

下
御
隠

殿
橋

本行寺

日暮里駅

西日暮里二丁目

3.8

谷中霊園

了ごん寺

功徳林寺

朝倉彫塑館

1 9

18.9

19.8

19.2

常
在
寺

興禅寺

明王院

養泉寺

安立寺

観智院

台東初音幼稚園

18.5

永久寺

瑞輪寺

祖
師
堂

谷中四丁目

18.6

18.6

10.1

経王寺

延命院

啓運寺

西日暮里三丁目

2
0

20

20.0

20.3

19.8

19.7

加納院

長安寺

観音寺

本
立
寺

養伝寺

谷中五丁目

海蔵院

龍泉寺

霊梅院

1
8

19.40

19.8

16

応挙館

寛永寺第二霊園

東京国立博物館

16.1

17.6

16.5

16.5

九条館

平成館

東京国立博物館

18

16.7

17.8

18.8

台東区

東
京
文
化
財
研
究
所

上野中学校

上野桜木一丁目

16.3

津梁院

浄名院

寛
永
寺

寛永寺第三霊園

1
7

16.3

17.3

寛永寺幼稚園

根元中堂

社会教育実践

研究センター

（建築中）

16.2

16.8

14 8

黒田記念館

動物園駅跡

博物館

1
6

15.4

15.7

国際こども 図書館

土田病院

東京芸術大学音楽学部

東京芸術大学

附属音楽高校

16.3

谷中保育園

圓珠院

上野桜木会館

台東少年 センタ－

旧吉田屋酒店

15.33

15.6

15.9

上野キ パ

東京芸術大学

護国院

上野消防署

谷中出張所

都立上野高校

16.5

14.8

14.7

14.0

一乗寺

大行寺

感應寺

大雄寺

妙雲寺

長久院

愛染寺

大泉寺

15.3

18.5

17.8

天眼禅寺

17.3

11.4

15.3

谷中六丁目

1 7

16.0

日本

美術院

浄延院

本
妙
院

正行院

久成院

躰仙院

金嶺寺

法蔵院

妙泉寺

本光寺

妙情寺

佛
心
寺

妙福寺

上聖寺

信行寺

主
・
地
・
３
１
９

谷中一丁目

12

12

宗善寺

延
寿
寺

宗善寺

博物館

大名時計

長運寺

延
寿
寺

妙行寺

16.9

領玄寺

頤神禅院

蓮華寺

頤神禅院

8.6

1
0

臨江寺

玉林寺
玉林寺

谷
中
一
丁
目

6

8.4

天眼禅寺

瑞松院

本壽寺

5.6

6.1

不忍通りふれあい 館

根津二丁目

6.1

5.8

5.8

5.9

5.8

根津一丁目
6.5

7.7

6.3

藍染保育園

都
道

４
３

７
号

秋
葉
原

・
雑

司
ヶ

谷
線

5.34

6.0

5.7

5.6

14

谷中二丁目

20.2

14.0

6.6

6.1

6.0

6.4

日
本
医
科
大
学

7

7.6

6.7

18.6

17.5

根津神社

21.9

7.2

10.4

8.4

12.2

19.0

天竜院

本
通
寺

龍
谷
寺

都道４５２15.7

11.9

福相寺

長久寺

立善寺

全生庵

立華学苑

都道４５２

15.0

18.9

8.3

谷中五丁目

谷中

コミュニティセンタ－

防災広場

初音の森

10

9.3

宗林寺

長
明
寺

長
明
寺谷

中
三
丁
目

6.5

11.9

妙法寺

妙円寺

谷中区民館

谷中四丁目

1 4

1
8

荒川区

南泉寺

西日暮里三丁目

7.1

9.9

8.7

6.8

大円寺

8
7.4

10.9

谷中小学校

谷中

台
東
区

老人ホーム

台桜幼稚園

10

6.5

6.6

6.4

千駄木交流館

本
郷
変
電
所

東
電

千
駄
木
駅

6.92

6.4

6.5

6.6

6.9

都
道

４
３
７

7.2

6.7

しおみ児童館

汐見地域 センター

しおみ保育園

千駄木駅

16.3

18.3

8.6

本
郷
支
所

保
健
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

文京千駄木 の郷

老人ホーム 須藤公園

千駄木三丁目

15.3

21.2

20.3

19.6

汐見小学校

（
不

忍
通

り
）

千駄木二丁目

9

20.6

8.9

6.6

7.6

19.4

公園

駒込林町

20

17.9

22.3

20.8

第八中学校

世尊院

森鴎外記念館

21.2

21.6

（建）

千駄木五丁目

21.7

21.3

23.3

21.4

22.6

千駄木小学校

文林中学校

千駄木幼稚園

（建）

23.2

23.5

22.7

20.7

都道４５２号神田・白山線

21.8

20.7

常瑞寺

顕本寺

日
本
医
科
大
学

検
診
医
療
セ
ン
タ
ー

千駄木一丁目

21

20.9

21.2

駒
込
大
観
音

清林寺

光
源
寺

蓮光寺

駒込中・高校

22.8

20.4

21.5

本駒込南児童館

本駒込南保育園

本駒込南交流館

養源寺

徳源禅院

都
道
４
５
８
号
白

山
・

小
台
線

23.1

22.4

22.6

23.1

22.6

23.1

本駒込駅

十方寺

榮松院

潮泉寺

瑞泰寺

駒本小学校

23.2

21.6

2
3

吉祥寺

洞泉寺

常徳寺

本駒込三丁目

22.8

本郷消防署

根津出張所

文京幼稚園

文京学院大学

21.2

19.9

20.3

日本医科大学付属病院

日
本
医
科
大
学

（建 築中 ）

11.921.3

本郷キャンパス

21.6

向
丘
二
丁
目

浄心寺

眞浄寺

海蔵寺

長元寺

大林寺

郁
文
館
夢
学
園

2
0

21.1

20.6

20.9

20.4

西善寺

浩妙寺向
丘
一
丁
目

20.67

20.9

21.8

20.5

20.9

21.1

21.1

正行寺

21.3

21.9

専西寺

都立向丘高校

都
道

４
５
５
号

本
郷
・

赤
羽
線
（
本
郷
通
り
）

22.1

21.1

20.8

白
山
変
電
所

東
電

八百屋お七の墓

2
0

20.9

主
・

地
・
３

０
１

最乗寺
一音寺

大円寺

妙清寺

白
山
駅

白山駅

18.8

21.7

17.9

23.3

白山東会館

白山一丁目
9.04

10.7

13.4

9.7

10.6

圓乗寺

白山駅

都
道
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変 更 案 既 決 定 

Ⅰ 基本的事項 

１ 策定の目的 都市再開発の方針は、都市再開発法第２条の３に基づき、市街地における再開発の各種

施策を長期的かつ総合的に体系付けたマスタープランであり、今後東京が直面する巨大地

震や気候変動による異常気象などに起因する未曽有の自然災害、新たな感染症の脅威など、

様々な課題に対応し、「未来の東京」戦略ビジョンで示す方向性や都市づくりのグランド

デザイン、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（以下「都市計画区域マスタープラ

ン」という。）を実効性のあるものとするため、再開発の適正な誘導と計画的な推進を図

ることを目的として定めるものである。 

今後、この都市再開発の方針は、社会経済情勢等の変化に対応するため、都市計画区域

マスタープラン等の他の方針の見直しや再開発の動向などを踏まえ、必要に応じて適切に

変更するものとする。 

東京都は、平成 13年 10 月、東京圏を視野に入れ 50年先を展望した「東京の新しい都

市づくりビジョン（以下「都市づくりビジョン」という。）」を策定した。この都市づくり

ビジョンでは、東京が目指す都市づくりの目標や都市像、その実現に向けて展開すべき戦

略と構築すべき新たな仕組みなど、公民が一体となって都市づくりを推進していく政策誘

導型都市づくりの基本的な枠組みを示している。平成 13 年に策定した都市づくりビジョ

ンに基づく、取組の成果や課題を踏まえるとともに、都民の新たなニーズや時代の要請に

的確かつ迅速に対応していくため、魅力とにぎわいがあり、環境面でも先進都市となる東

京の実現に向けて、平成21年に、都市づくりビジョンを改定した。 

今後、東京都は、改定した都市づくりビジョンで示した都市の将来像の実現に向けて、

都民、企業、ＮＰＯなどの多様な主体の参加と連携によって戦略的に都市づくりを展開し

ていく。 

さらに、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（以下「都市計画区域マスタープ

ラン」という。）」を策定し、都市づくりビジョンの主要な内容を都市計画に位置付けてい

る。 

都市再開発の方針は、都市再開発法第２条の３に基づき、市街地における再開発の各種

施策を長期的かつ総合的に体系づけたマスタープランであり、都市づくりビジョンや都市

計画区域マスタープランを実効性のあるものとするため、再開発の適正な誘導と計画的な

推進を図ることを目的として定めるものである。 

今後、この都市再開発の方針は、社会経済情勢等の変化に対応するため、都市計画区域

マスタープラン等の他の方針の見直しや再開発の動向などを踏まえ、必要に応じて適切に

変更するものとする 

※ 本方針における再開発とは、市街地再開発事業、土地区画整理事業等の市街地開発事

業にとどまらず、特定街区、地区計画等の規制誘導手法による修復型まちづくり、特定

の市街地の整備を目的とした助成事業及び工場等の跡地利用や都市施設の整備と一体と

なった土地利用の面的転換等を含むものである。

※ 本方針における再開発とは、市街地再開発事業、土地区画整理事業等の市街地開発事

業にとどまらず、特定街区、地区計画等の規制誘導手法による修復型まちづくり、特定

の市街地の整備を目的とした助成事業及び工場等の跡地利用や都市施設の整備と一体と

なった土地利用の面的転換等を含むものである。

2
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変 更 案 既 決 定 

２ 策定の効果 策定の効果として、主に次のことが挙げられる。 

（１）市街地の再開発の基本的方向を明らかにし、計画的に位置付けを行うことにより、

再開発の積極的な推進のための動因となる。 

（２）市街地の再開発に関する個々の事業について、地区全体から見た十分な効果を発揮

させることができる。 

（３）民間の建築活動を再開発へと適正に誘導することができる。 

（４）再開発の構想、計画の作成過程を通じて、早期の住民の合意形成を図ることができ

る。 

（５）再開発促進地区（後述する２号又は２項地区を合わせたものをいう。）においては、

主に以下の措置が講じられている。 

① 認定再開発事業制度により、都知事の認定を受けた優良事業に対し、税制の特別

措置を受けることができる。

② 特定民間再開発事業制度（買換特例）及び特定の民間再開発事業制度（軽減税率）

が適用される（２号地区のみ）。 

③ 総合設計制度等において、容積率割増しの適用対象となる場合がある。

④ 都市再開発資金貸付制度において、地方公共団体による都市機能更新用地の買い

付けに係る貸付けが認められる。

⑤ 市街地再開発事業の社会資本整備総合交付金交付要件の一つに位置付けられてい

る。 

⑥ 市街地再開発事業の施行者が取得した保留床について、同地区内の他の防災街区

整備事業等の実施に伴う転出者の居住等のため特に必要がある場合には、公募によ

らずに賃貸・譲渡することができる。

策定の効果として、主に次のことが挙げられる。 

（１）市街地の再開発の基本的方向を明らかにし、計画的に位置付けを行うことにより、

再開発の積極的な推進のための動因となる。 

（２）市街地の再開発に関する個々の事業について、地区全体からみた十分な効果を発揮

させることができる。 

（３）民間の建築活動を再開発へと適正に誘導することができる。 

（４）再開発の構想、計画の作成過程を通じて、早期の住民の合意形成を図ることができ

る。 

（５）再開発促進地区（後述する２号又は２項地区を合わせていう。）においては、主に

以下の措置が講じられている。 

①認定再開発事業制度により、都知事の認定を受けた優良事業に対し、税制の特別措

置が受けられる。 

②特定民間再開発事業制度（買換特例）及び特定の民間再開発事業制度（軽減税率）

が適用される。（２号地区のみ） 

③総合設計制度等において、容積率割増の適用対象となる場合がある。 

④都市再開発資金貸付制度において、地方公共団体による都市機能更新用地の買い付

けに係る貸付が認められる。 

⑤市街地再開発事業の国庫交付金交付要件の一つに位置付けられている。 

⑥市街地再開発事業の施行者が取得した保留床について、同地区内の他の防災街区整

備事業等の実施に伴う転出者の居住等のため特に必要がある場合には、公募によら

ずに賃貸・譲渡することができる。 

３ 位置付け 都市再開発の方針は、都市再開発法第２条の３第１項又は第２項に基づくものであり、

都市計画法第７条の２により、独立した都市計画として定めるものである。本方針は、都

市計画区域マスタープランなどの他の方針と同様に、土地利用、都市施設の整備、市街地

開発事業などの個別の都市計画の上位に位置付けられているものである。 

都市再開発の方針は、都市再開発法第２条の３第１項又は第２項に基づくものであり、

都市計画法第７条の２により、独立した都市計画として定めるものである。本方針は、都

市計画区域マスタープランなどの他の方針と同様に、土地利用、都市施設の整備、市街地

開発事業などの個別の都市計画の上位に位置付けられているものである 

変 更 案 既 決 定

Ⅱ 策定の考え方
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（１）区域 「計画的な再開発が必要な市街地」（以下「１号市街地」という。）は、「未来の東京」

戦略ビジョンや都市づくりのグランドデザイン、都市計画区域マスタープランを実効性の

あるものとするため、計画的な再開発を行うことにより、都市づくりのグランドデザイン

で示した地域区分内の既成市街地のうち、都市全体の機能の回復及び向上に貢献すること

となる範囲とする。

なお、東京及び立川都市計画区域以外の都市計画区域についても、計画的な再開発が必

要な市街地を定めるものとする。

「計画的な再開発が必要な市街地（以下「１号市街地」という。）」は、都市づくりビジ

ョンや都市計画区域マスタープランを実効性のあるものとするため、計画的な再開発を行

うことにより、都市づくりビジョンで示したゾーン内の既成市街地のうち、都市全体の機

能の回復及び向上に貢献することとなる範囲とする。

なお、東京及び立川都市計画区域以外の都市計画区域についても、計画的な再開発が必

要な市街地を定めるものとする。

（２）計画事項 ア 再開発の目標

都市構造の再編成、建築物の更新、都市環境の向上等に係る目標について定める。

イ 土地の高度利用及び都市機能の更新に関する方針

次に掲げる事項について定める。

（ア）適切な用途及び密度の確保その他の適切な土地利用の実現に関する事項

（イ）主要な都市施設の整備に関する事項

（ウ）都市の環境、景観等の維持及び改善に関する事項

（エ）その他土地の高度利用及び都市機能の更新に関して特に必要な事項 

１）再開発の目標

都市構造の再編成、建築物の更新、都市環境の向上等に係る目標について定める。

２）土地の高度利用及び都市機能の更新に関する方針

次に掲げる事項について定める。

ア 適切な用途及び密度の確保、その他の適切な土地利用の実現に関する事項

イ 主要な都市施設の整備に関する事項

ウ 都市の環境、景観等の維持及び改善に関する事項

エ その他土地の高度利用及び都市機能の更新に関して特に必要な事項
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（１）地区の選定 １号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の

地区」（以下「２号地区」という。）の選定は、次のとおりとする。

１）事業の進捗の状況に合わせて選定する地区

地域が抱える課題に対し、再開発による整備が必要で当該地区を整備することが周辺

地域への波及効果を及ぼすなどの効果があり、当該地区の整備又は開発の計画の概要を

定める事業の進捗に至っている地区（以下「促進地区」という。）を選定する。

具体的には、次の地区が考えられる。

① 法律又は制度要綱に基づく事業が事業中又は都市計画決定が行われている地区

② 区市町村マスタープラン等において、再開発の必要性がうたわれ、事業化に向けて

検討が進められている地区

③ 事業実施を前提として、準備組合、研究会等の組織が発足している等、地元の体制

が整っていること又は整うことが見込まれる地区

④ 工場跡地等種地の存在又は公共事業の予定などから見て、面的な土地利用転換の進

行が予想され、民間の建築活動の動向等が見られる地区

２）再開発の必要性に応じて選定する地区

具体的な事業計画又は事業手法は定まっていないが、地域の整備方針は定まっており、

当該地域内のうち再開発の必要性が高い地区について公共施設の整備の促進と民間の優

良なプロジェクトなどを誘導することにより、当該地域の都市機能の更新に寄与する地

区（以下「都市再生地区」という。）を選定する。

１号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の

地区（以下「２号地区」という。）」の選定に当たっては、次のとおりとする。

１）事業の進捗の状況に合わせて選定する地区

地域が抱える課題に対し、再開発による整備が必要で当該地区を整備することが周辺

地域への波及効果を及ぼすなどの効果があり、当該地区の整備又は開発の計画の概要を

定める事業の進捗に至っている地区（促進地区と称することとする。）を選定する。

具体的には、次の地区が考えられる。

①法律又は制度要綱に基づく事業が事業中又は都市計画決定が行われている地区

②区市町村マスタープラン等において、再開発の必要性がうたわれ、事業化に向けて検

討が進められている地区

③事業実施を前提として、準備組合、研究会等の組織が発足している等、地元の体制が

整っている又は整うことが見込まれる地区

④工場跡地等種地の存在又は公共事業の予定などからみて、面的な土地利用転換の進行

が予想され、民間の建築活動の動向等がみられる地区

２）再開発の必要性に応じて選定する地区

具体的な事業計画又は事業手法は定まっていないが、地域の整備方針は定まっており、

当該地域内のうち再開発の必要性が高い地区について公共施設の整備の促進と民間の優

良なプロジェクトなどを誘導することにより、当該地域の都市機能の更新に寄与する地

区（都市再生地区と称することとする。）を選定する。
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変 更 案 既 決 定

２ 策定の効果 策定の効果として、主に次のことが挙げられる。

（１）市街地の再開発の基本的方向を明らかにし、計画的に位置付けを行うことにより、

再開発の積極的な推進のための動因となる。

（２）市街地の再開発に関する個々の事業について、地区全体から見た十分な効果を発揮

させることができる。

（３）民間の建築活動を再開発へと適正に誘導することができる。

（４）再開発の構想、計画の作成過程を通じて、早期の住民の合意形成を図ることができ

る。 

（５）再開発促進地区（後述する２号又は２項地区を合わせたものをいう。）においては、

主に以下の措置が講じられている。

① 認定再開発事業制度により、都知事の認定を受けた優良事業に対し、税制の特別

措置を受けることができる。

② 特定民間再開発事業制度（買換特例）及び特定の民間再開発事業制度（軽減税率）

が適用される（２号地区のみ）。 

③ 総合設計制度等において、容積率割増しの適用対象となる場合がある。

④ 都市再開発資金貸付制度において、地方公共団体による都市機能更新用地の買い

付けに係る貸付けが認められる。

⑤ 市街地再開発事業の社会資本整備総合交付金交付要件の一つに位置付けられてい

る。 

⑥ 市街地再開発事業の施行者が取得した保留床について、同地区内の他の防災街区

整備事業等の実施に伴う転出者の居住等のため特に必要がある場合には、公募によ

らずに賃貸・譲渡することができる。

策定の効果として、主に次のことが挙げられる。

（１）市街地の再開発の基本的方向を明らかにし、計画的に位置付けを行うことにより、

再開発の積極的な推進のための動因となる。

（２）市街地の再開発に関する個々の事業について、地区全体からみた十分な効果を発揮

させることができる。

（３）民間の建築活動を再開発へと適正に誘導することができる。

（４）再開発の構想、計画の作成過程を通じて、早期の住民の合意形成を図ることができ

る。 

（５）再開発促進地区（後述する２号又は２項地区を合わせていう。）においては、主に

以下の措置が講じられている。

①認定再開発事業制度により、都知事の認定を受けた優良事業に対し、税制の特別措

置が受けられる。

②特定民間再開発事業制度（買換特例）及び特定の民間再開発事業制度（軽減税率）

が適用される。（２号地区のみ）

③総合設計制度等において、容積率割増の適用対象となる場合がある。

④都市再開発資金貸付制度において、地方公共団体による都市機能更新用地の買い付

けに係る貸付が認められる。

⑤市街地再開発事業の国庫交付金交付要件の一つに位置付けられている。 

⑥市街地再開発事業の施行者が取得した保留床について、同地区内の他の防災街区整

備事業等の実施に伴う転出者の居住等のため特に必要がある場合には、公募によら

ずに賃貸・譲渡することができる。

３ 位置付け 都市再開発の方針は、都市再開発法第２条の３第１項又は第２項に基づくものであり、

都市計画法第７条の２により、独立した都市計画として定めるものである。本方針は、都

市計画区域マスタープランなどの他の方針と同様に、土地利用、都市施設の整備、市街地

開発事業などの個別の都市計画の上位に位置付けられているものである。 

都市再開発の方針は、都市再開発法第２条の３第１項又は第２項に基づくものであり、

都市計画法第７条の２により、独立した都市計画として定めるものである。本方針は、都

市計画区域マスタープランなどの他の方針と同様に、土地利用、都市施設の整備、市街地

開発事業などの個別の都市計画の上位に位置付けられているものである

変 更 案 既 決 定 

Ⅱ 策定の考え方 
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（１）区域 「計画的な再開発が必要な市街地」（以下「１号市街地」という。）は、「未来の東京」

戦略ビジョンや都市づくりのグランドデザイン、都市計画区域マスタープランを実効性の

あるものとするため、計画的な再開発を行うことにより、都市づくりのグランドデザイン

で示した地域区分内の既成市街地のうち、都市全体の機能の回復及び向上に貢献すること

となる範囲とする。 

なお、東京及び立川都市計画区域以外の都市計画区域についても、計画的な再開発が必

要な市街地を定めるものとする。 

「計画的な再開発が必要な市街地（以下「１号市街地」という。）」は、都市づくりビジ

ョンや都市計画区域マスタープランを実効性のあるものとするため、計画的な再開発を行

うことにより、都市づくりビジョンで示したゾーン内の既成市街地のうち、都市全体の機

能の回復及び向上に貢献することとなる範囲とする。 

なお、東京及び立川都市計画区域以外の都市計画区域についても、計画的な再開発が必

要な市街地を定めるものとする。 

（２）計画事項 ア 再開発の目標

都市構造の再編成、建築物の更新、都市環境の向上等に係る目標について定める。

イ 土地の高度利用及び都市機能の更新に関する方針

次に掲げる事項について定める。

（ア）適切な用途及び密度の確保その他の適切な土地利用の実現に関する事項 

（イ）主要な都市施設の整備に関する事項 

（ウ）都市の環境、景観等の維持及び改善に関する事項 

（エ）その他土地の高度利用及び都市機能の更新に関して特に必要な事項 

１）再開発の目標 

都市構造の再編成、建築物の更新、都市環境の向上等に係る目標について定める。 

２）土地の高度利用及び都市機能の更新に関する方針 

次に掲げる事項について定める。 

ア 適切な用途及び密度の確保、その他の適切な土地利用の実現に関する事項

イ 主要な都市施設の整備に関する事項

ウ 都市の環境、景観等の維持及び改善に関する事項

エ その他土地の高度利用及び都市機能の更新に関して特に必要な事項
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（１）地区の選定 １号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の

地区」（以下「２号地区」という。）の選定は、次のとおりとする。 

１）事業の進捗の状況に合わせて選定する地区 

地域が抱える課題に対し、再開発による整備が必要で当該地区を整備することが周辺

地域への波及効果を及ぼすなどの効果があり、当該地区の整備又は開発の計画の概要を

定める事業の進捗に至っている地区（以下「促進地区」という。）を選定する。 

具体的には、次の地区が考えられる。 

① 法律又は制度要綱に基づく事業が事業中又は都市計画決定が行われている地区

② 区市町村マスタープラン等において、再開発の必要性がうたわれ、事業化に向けて

検討が進められている地区 

③ 事業実施を前提として、準備組合、研究会等の組織が発足している等、地元の体制

が整っていること又は整うことが見込まれる地区 

④ 工場跡地等種地の存在又は公共事業の予定などから見て、面的な土地利用転換の進

行が予想され、民間の建築活動の動向等が見られる地区 

２）再開発の必要性に応じて選定する地区 

具体的な事業計画又は事業手法は定まっていないが、地域の整備方針は定まっており、

当該地域内のうち再開発の必要性が高い地区について公共施設の整備の促進と民間の優

良なプロジェクトなどを誘導することにより、当該地域の都市機能の更新に寄与する地

区（以下「都市再生地区」という。）を選定する。 

 １号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の

地区（以下「２号地区」という。）」の選定に当たっては、次のとおりとする。 

１）事業の進捗の状況に合わせて選定する地区 

地域が抱える課題に対し、再開発による整備が必要で当該地区を整備することが周辺

地域への波及効果を及ぼすなどの効果があり、当該地区の整備又は開発の計画の概要を

定める事業の進捗に至っている地区（促進地区と称することとする。）を選定する。 

具体的には、次の地区が考えられる。 

①法律又は制度要綱に基づく事業が事業中又は都市計画決定が行われている地区 

②区市町村マスタープラン等において、再開発の必要性がうたわれ、事業化に向けて検

討が進められている地区 

③事業実施を前提として、準備組合、研究会等の組織が発足している等、地元の体制が

整っている又は整うことが見込まれる地区 

④工場跡地等種地の存在又は公共事業の予定などからみて、面的な土地利用転換の進行

が予想され、民間の建築活動の動向等がみられる地区 

２）再開発の必要性に応じて選定する地区 

具体的な事業計画又は事業手法は定まっていないが、地域の整備方針は定まっており、

当該地域内のうち再開発の必要性が高い地区について公共施設の整備の促進と民間の優

良なプロジェクトなどを誘導することにより、当該地域の都市機能の更新に寄与する地

区（都市再生地区と称することとする。）を選定する。 

2
6



変 更 案 既 決 定 

（２）整備又は開

発の計画の概

要

次に掲げる事項について定める。 

ア 地区の再開発、整備等の主たる目標

イ 用途、密度に関する基本的方針その他の土地利用計画の概要

ウ 建築物の更新の方針

エ 都市施設及び地区施設の整備の方針

オ その他

再開発の推進のため必要な公共及び民間の役割や条件整備等の措置、市街地開発事

業の手法、都市開発諸制度の手法、関連事業（都市計画事業）、関連事業（その他）

及び他計画の位置付け 

次に掲げる事項について定める。 

ア 地区の再開発、整備等の主たる目標

イ 用途、密度に関する基本的方針その他の土地利用計画の概要

ウ 建築物の更新の方針

エ 都市施設及び地区施設の整備の方針

オ その他

再開発の推進のため必要な公共及び民間の役割や条件整備等の措置、市街地開発事業

の手法、都市開発諸制度の手法、関連事業（都市計画事業）、関連事業（その他）、他計

画の位置付け 

３

都
市
再
開
発
法
第
２
条
の
３
第
２
項
関
連 

（１）地区の選定 １号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の

地区」（以下「２項地区」という。）の選定は、２号地区に準じて行う。 

 １号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の

地区（以下「２項地区」という。）」の選定に当たっては、２号地区に準じて行う。 

（２）整備又は開

発の計画の概

要

２号地区に準ずる事項を定める。 ２号地区に準ずる事項を定める。 

４ 誘導地区 １号市街地のうち、再開発促進地区に至らないが、「未来の東京」戦略ビジョンや都市

づくりのグランドデザイン、都市計画区域マスタープランを実効性あるものとする上で、

効果が大きく、また、再開発が望ましいことなどにより、今後、再開発の機運の醸成等を

図り、再開発に関する公共及び民間の役割を明確にしていくべき地区について、当該地区

のおおむねの位置及び整備の方向について定める。 

 １号市街地のうち、再開発促進地区に至らないが、都市づくりビジョンや都市計画区域

マスタープランを実効性あるものとする上で、効果が大きく、また再開発が望ましいなど

により、今後、再開発の機運の醸成等を図り、再開発に関する公共及び民間の役割を明確

にしていくべき地区について、当該地区のおおむねの位置及び整備の方向について定める。 

５ 今後の運用 再開発促進地区のうち、再開発に係る事業が全て完了した地区については、原則として

１号市街地に変更するものとする。 

また、再開発促進地区として位置付けた後、おおむね５年程度事業化の進展が見られな

い地区については、事業化に向けた検討を行い、必要な見直しを行うものとする。 

さらに、新たな事業などを再開発促進地区に定める必要がある場合には、必要に応じて

再開発促進地区の追加に伴う本方針の変更を行うものとする。 

再開発促進地区のうち、再開発に係る事業がすべて完了した地区については、原則とし

て１号市街地へ変更するものとする。 

また、再開発促進地区として位置付けた後、おおむね５年程度事業化の進展がみられな

い地区については、事業化に向けた検討を行い、必要な見直しを行うものとする。 

さらに、新たな事業などを再開発促進地区に定める必要がある場合には、必要に応じて

再開発促進地区の追加に伴う本方針の変更を行うものとする。 

 変 更 案 既 決 定

Ⅲ 都市計画に定める事項

１ 基本方針 東京都市計画区域は、中枢広域拠点域、新都市生活創造域に属する。

活力とゆとりのある高度成熟都市を目指し、再開発により、都市基盤の整備、防災性の向上、

業務、商業、居住、文化などの多様な機能の適正な配置などを図り、先ICTの活用や、新たな感

染症への対応も踏まえながら、都市機能の更新や都市の再生を行う。その際、都市の持つ集積の

メリットは生かしつつも、「密閉、密集、密接」の三密を回避し、感染症の拡大防止と経済社会活

動の両立を図る新しい日常にも対応する、サステナブル・リカバリーの考え方に立脚した強靭で

持続可能な都市づくりを進める。例えば、ゆとりある公共空間の創出などを推進するとともに、

３Ｄ都市モデルの活用などにより、都市空間の可視化や、開発行為が周辺環境へ及ぼす影響につ

いてシミュレーションを行う等、AIやICTなど先端技術も活用しながら快適で利便性の高い拠点

などの整備を図る。 

東京都市計画区域は、センター･コア再生ゾーン、東京湾ウォーターフロント活

性化ゾーン及び都市環境再生ゾーンに属する。

再開発により、魅力・にぎわい・高度防災を備えた環境先進都市の創造を推進す

るため、都市基盤の整備、防災性の向上、業務、商業、居住、文化など多様な機能

の適正な配置などを図り、都市機能の更新や都市の再生を行う。

２

都
市
再
開
発
の
施
策
の
方
向

(１)拠点の整備 ・東京が高度に成熟した都市として､ゆとりある公共空間の創出などを推進するとともに､先進の

情報通信技術の活用なども踏まえながら､市街地開発事業等による拠点的地域の整備等を図る。

・中枢広域拠点域の中核的な拠点については、首都機能など、東京圏及び日本の中心的な役割を

担うとともに、国際ビジネスや成熟社会にふさわしい都市文化などを支えていくため、高次の

中枢管理機能のほか、国際ビジネス、業務・商業、芸術・文化、観光、居住など、地域特性に

応じた多様な機能の集積を図る。そのため、市街地開発事業などによる複合開発を推進し、魅

力とにぎわいのある拠点として整備するとともに、地域特性を踏まえ、適切に駐車施設などを

整備し、円滑な交通処理を図る。

・中枢広域拠点域の活力とにぎわいの拠点、中枢広域拠点域外の地域の拠点、生活の中心地にお

いては、交通結節点などの利便性を生かして、市街地再開発事業、土地区画整理事業、住宅市

街地総合整備事業などにより、居住、商業、交流、文化、医療など多様な複合機能を備えると

ともに、子育て支援施設、集会施設などコミュニティインフラをも備えた生活利便性の高い拠

点として整備する。 

・新型コロナ危機を契機とした都市づくりの観点から、国際ビジネス交流ゾーンでは、新たなビ

ジネスやイノベーションの創出にも資する、感染症にも配慮したゆとりある共用スペース等を

備えた高機能で高質な交流が行われる優良なオフィスへの機能更新を進めていく。また、中小

オフィスビルのストックも活用したリノベーションやニーズに応じた柔軟な用途転用、中央環

状線内側等の交通結節性の高い駅周辺における多機能を融合した駅まち一体のまちづくりなど

進めることにより、高質な職住等が融合した空間へとつくり変えていく。さらに、新型コロナ

危機後を見据え、国際金融都市を目指す観点から、付加価値を生み出す国際競争力の高い産業

に従事するクリエイティブ人材の受入環境の充実やインバウンドへの対応等、引き続き取り組

んでいく。新都市生活創造域では、共用スペースを備えたシェアオフィスやサテライトオフィ

ス等、オフィスワークとテレワークが補完的に機能するような場の整備や、ニーズに応じた柔

軟な用途転用などを進め、職住融合の拠点の育成を図る。

・工場跡地などで土地利用転換が見込まれる低未利用地については、その周辺地区も含め、市街

地再開発事業、土地区画整理事業、住宅市街地総合整備事業などにより、計画的に整備された

複合機能を備えた拠点等として整備する。

・老朽化した住宅団地は、周辺地域も含め、必要な道路及び公園の整備や緑の保全などを勘案し

ながら、地区計画、土地区画整理事業、市街地再開発事業、住宅市街地総合整備事業などによ

り、居住、商業など生活利便性を備えた生活中心地等として整備する。

・都市再生緊急整備地域においては、民間の創意工夫を生かした再開発を促進するとともに、関

連する公共施設整備を進め、魅力的な都市空間を創出する。

・センター･コア再生ゾーンの中核拠点は、都市開発諸制度や市街地開発事業など

を活用して都市機能を更新し、当該地区において育成すべき用途の誘導及び地域

特性に応じた機能の集積を図りながら、業務、商業、文化、交流、居住など多様

な機能を備えた魅力とにぎわいと活力のある拠点へと機能更新する。また、地域

特性を踏まえ、適切に駐車施設などを整備し、円滑な交通処理を図る。

・交通結節点を中心に業務、商業、医療福祉、子育て支援、居住など多様な都市機

能が集積した生活拠点や、身近なコミュニティにおいて特徴ある商店街やコミュ

ニティインフラの整った生活中心地では、交通結節点などの利便性をいかして、

市街地再開発事業、土地区画整理事業、住宅市街地総合整備事業などにより、居

住、商業、交流、文化、医療など多様な複合機能を備えるとともに、子育て支援

施設、集会施設などコミュニティインフラをも備えた生活利便性の高い拠点とし

て整備する。

・東京湾ウォーターフロント活性化ゾーンや都市環境再生ゾーンにおける工場跡地

などで土地利用転換が見込まれる低未利用地については、その周辺地区も含め、

市街地再開発事業、土地区画整理事業、住宅市街地総合整備事業などにより、計

画的に整備された複合機能を備えた拠点等として整備する。

・都市環境再生ゾーンにおける老朽化した住宅団地は、周辺地域も含め、必要な道

路及び公園の整備や緑の保全などを勘案しながら、地区計画、土地区画整理事業、

市街地再開発事業、住宅市街地総合整備事業などにより、居住、商業など生活利

便性を備えた生活中心地等として整備する。

・都市再生緊急整備地域においては、民間の創意工夫をいかした再開発を促進する

とともに、関連する公共施設整備を進め、魅力的な都市空間を創出する。 
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変 更 案 既 決 定

（２）整備又は開

発の計画の概

要 

次に掲げる事項について定める。

ア 地区の再開発、整備等の主たる目標

イ 用途、密度に関する基本的方針その他の土地利用計画の概要

ウ 建築物の更新の方針

エ 都市施設及び地区施設の整備の方針

オ その他 

再開発の推進のため必要な公共及び民間の役割や条件整備等の措置、市街地開発事

業の手法、都市開発諸制度の手法、関連事業（都市計画事業）、関連事業（その他）

及び他計画の位置付け

次に掲げる事項について定める。

ア 地区の再開発、整備等の主たる目標

イ 用途、密度に関する基本的方針その他の土地利用計画の概要

ウ 建築物の更新の方針

エ 都市施設及び地区施設の整備の方針

オ その他 

再開発の推進のため必要な公共及び民間の役割や条件整備等の措置、市街地開発事業

の手法、都市開発諸制度の手法、関連事業（都市計画事業）、関連事業（その他）、他計

画の位置付け

３

都
市
再
開
発
法
第
２
条
の
３
第
２
項
関
連

（１）地区の選定 １号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の

地区」（以下「２項地区」という。）の選定は、２号地区に準じて行う。

１号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の

地区（以下「２項地区」という。）」の選定に当たっては、２号地区に準じて行う。

（２）整備又は開

発の計画の概

要 

２号地区に準ずる事項を定める。 ２号地区に準ずる事項を定める。

４ 誘導地区 １号市街地のうち、再開発促進地区に至らないが、「未来の東京」戦略ビジョンや都市

づくりのグランドデザイン、都市計画区域マスタープランを実効性あるものとする上で、

効果が大きく、また、再開発が望ましいことなどにより、今後、再開発の機運の醸成等を

図り、再開発に関する公共及び民間の役割を明確にしていくべき地区について、当該地区

のおおむねの位置及び整備の方向について定める。

１号市街地のうち、再開発促進地区に至らないが、都市づくりビジョンや都市計画区域

マスタープランを実効性あるものとする上で、効果が大きく、また再開発が望ましいなど

により、今後、再開発の機運の醸成等を図り、再開発に関する公共及び民間の役割を明確

にしていくべき地区について、当該地区のおおむねの位置及び整備の方向について定める。

５ 今後の運用 再開発促進地区のうち、再開発に係る事業が全て完了した地区については、原則として

１号市街地に変更するものとする。

また、再開発促進地区として位置付けた後、おおむね５年程度事業化の進展が見られな

い地区については、事業化に向けた検討を行い、必要な見直しを行うものとする。

さらに、新たな事業などを再開発促進地区に定める必要がある場合には、必要に応じて

再開発促進地区の追加に伴う本方針の変更を行うものとする。

再開発促進地区のうち、再開発に係る事業がすべて完了した地区については、原則とし

て１号市街地へ変更するものとする。

また、再開発促進地区として位置付けた後、おおむね５年程度事業化の進展がみられな

い地区については、事業化に向けた検討を行い、必要な見直しを行うものとする。

さらに、新たな事業などを再開発促進地区に定める必要がある場合には、必要に応じて

再開発促進地区の追加に伴う本方針の変更を行うものとする。

 変 更 案 既 決 定 

Ⅲ 都市計画に定める事項 

１ 基本方針 東京都市計画区域は、中枢広域拠点域、新都市生活創造域に属する。 

活力とゆとりのある高度成熟都市を目指し、再開発により、都市基盤の整備、防災性の向上、

業務、商業、居住、文化などの多様な機能の適正な配置などを図り、先ICTの活用や、新たな感

染症への対応も踏まえながら、都市機能の更新や都市の再生を行う。その際、都市の持つ集積の

メリットは生かしつつも、「密閉、密集、密接」の三密を回避し、感染症の拡大防止と経済社会活

動の両立を図る新しい日常にも対応する、サステナブル・リカバリーの考え方に立脚した強靭で

持続可能な都市づくりを進める。例えば、ゆとりある公共空間の創出などを推進するとともに、

３Ｄ都市モデルの活用などにより、都市空間の可視化や、開発行為が周辺環境へ及ぼす影響につ

いてシミュレーションを行う等、AIやICTなど先端技術も活用しながら快適で利便性の高い拠点

などの整備を図る。 

東京都市計画区域は、センター･コア再生ゾーン、東京湾ウォーターフロント活

性化ゾーン及び都市環境再生ゾーンに属する。 

再開発により、魅力・にぎわい・高度防災を備えた環境先進都市の創造を推進す

るため、都市基盤の整備、防災性の向上、業務、商業、居住、文化など多様な機能

の適正な配置などを図り、都市機能の更新や都市の再生を行う。 

２

都
市
再
開
発
の
施
策
の
方
向

(１)拠点の整備 ・東京が高度に成熟した都市として､ゆとりある公共空間の創出などを推進するとともに､先進の

情報通信技術の活用なども踏まえながら､市街地開発事業等による拠点的地域の整備等を図る。 

・中枢広域拠点域の中核的な拠点については、首都機能など、東京圏及び日本の中心的な役割を

担うとともに、国際ビジネスや成熟社会にふさわしい都市文化などを支えていくため、高次の

中枢管理機能のほか、国際ビジネス、業務・商業、芸術・文化、観光、居住など、地域特性に

応じた多様な機能の集積を図る。そのため、市街地開発事業などによる複合開発を推進し、魅

力とにぎわいのある拠点として整備するとともに、地域特性を踏まえ、適切に駐車施設などを

整備し、円滑な交通処理を図る。 

・中枢広域拠点域の活力とにぎわいの拠点、中枢広域拠点域外の地域の拠点、生活の中心地にお

いては、交通結節点などの利便性を生かして、市街地再開発事業、土地区画整理事業、住宅市

街地総合整備事業などにより、居住、商業、交流、文化、医療など多様な複合機能を備えると

ともに、子育て支援施設、集会施設などコミュニティインフラをも備えた生活利便性の高い拠

点として整備する。

・新型コロナ危機を契機とした都市づくりの観点から、国際ビジネス交流ゾーンでは、新たなビ

ジネスやイノベーションの創出にも資する、感染症にも配慮したゆとりある共用スペース等を

備えた高機能で高質な交流が行われる優良なオフィスへの機能更新を進めていく。また、中小

オフィスビルのストックも活用したリノベーションやニーズに応じた柔軟な用途転用、中央環

状線内側等の交通結節性の高い駅周辺における多機能を融合した駅まち一体のまちづくりなど

進めることにより、高質な職住等が融合した空間へとつくり変えていく。さらに、新型コロナ

危機後を見据え、国際金融都市を目指す観点から、付加価値を生み出す国際競争力の高い産業

に従事するクリエイティブ人材の受入環境の充実やインバウンドへの対応等、引き続き取り組

んでいく。新都市生活創造域では、共用スペースを備えたシェアオフィスやサテライトオフィ

ス等、オフィスワークとテレワークが補完的に機能するような場の整備や、ニーズに応じた柔

軟な用途転用などを進め、職住融合の拠点の育成を図る。 

・工場跡地などで土地利用転換が見込まれる低未利用地については、その周辺地区も含め、市街

地再開発事業、土地区画整理事業、住宅市街地総合整備事業などにより、計画的に整備された

複合機能を備えた拠点等として整備する。

・老朽化した住宅団地は、周辺地域も含め、必要な道路及び公園の整備や緑の保全などを勘案し

ながら、地区計画、土地区画整理事業、市街地再開発事業、住宅市街地総合整備事業などによ

り、居住、商業など生活利便性を備えた生活中心地等として整備する。

・都市再生緊急整備地域においては、民間の創意工夫を生かした再開発を促進するとともに、関

連する公共施設整備を進め、魅力的な都市空間を創出する。

・センター･コア再生ゾーンの中核拠点は、都市開発諸制度や市街地開発事業など

を活用して都市機能を更新し、当該地区において育成すべき用途の誘導及び地域

特性に応じた機能の集積を図りながら、業務、商業、文化、交流、居住など多様

な機能を備えた魅力とにぎわいと活力のある拠点へと機能更新する。また、地域

特性を踏まえ、適切に駐車施設などを整備し、円滑な交通処理を図る。

・交通結節点を中心に業務、商業、医療福祉、子育て支援、居住など多様な都市機

能が集積した生活拠点や、身近なコミュニティにおいて特徴ある商店街やコミュ

ニティインフラの整った生活中心地では、交通結節点などの利便性をいかして、

市街地再開発事業、土地区画整理事業、住宅市街地総合整備事業などにより、居

住、商業、交流、文化、医療など多様な複合機能を備えるとともに、子育て支援

施設、集会施設などコミュニティインフラをも備えた生活利便性の高い拠点とし

て整備する。

・東京湾ウォーターフロント活性化ゾーンや都市環境再生ゾーンにおける工場跡地

などで土地利用転換が見込まれる低未利用地については、その周辺地区も含め、

市街地再開発事業、土地区画整理事業、住宅市街地総合整備事業などにより、計

画的に整備された複合機能を備えた拠点等として整備する。 

・都市環境再生ゾーンにおける老朽化した住宅団地は、周辺地域も含め、必要な道

路及び公園の整備や緑の保全などを勘案しながら、地区計画、土地区画整理事業、

市街地再開発事業、住宅市街地総合整備事業などにより、居住、商業など生活利

便性を備えた生活中心地等として整備する。 

・都市再生緊急整備地域においては、民間の創意工夫をいかした再開発を促進する

とともに、関連する公共施設整備を進め、魅力的な都市空間を創出する。 
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 変 更 案 既 決 定 

(２)安全な市街地の

整備 

・首都直下地震や台風・豪雨災害など様々な災害に対して､AI や ICT などを活用し刻々と変化す

る状況にも対応できるよう、ハード･ソフト両面からの備えの充実を図る。 

・大震災時の延焼火災を防ぎ、避難せずに済む災害に強い都市づくりを目指すため、木造住宅密

集地域整備事業などにより広場や生活道路などを整備し、防災性の向上及び居住環境の改善に

努める。特に、防災上重要な避難地周辺や避難路沿道は都市防災不燃化促進事業により、建築

物の不燃化を促進する。

・広域的に見て防災上重要度が高く火災の延焼を防止する骨格防災軸等となる都市計画道路とそ

の周辺地域については、土地区画整理事業等と街路事業とを組み合わせて一体的に整備するこ

とや防災街区整備地区計画等の活用により、安全な都市の実現を推進する。「防災都市づくり推

進計画」に位置付けられた整備地域内の主要な都施行の都市計画道路を「特定整備路線」とし

て選定し、都市計画道路の整備に併せ、地区計画、高度地区、防火地域などの活用により、中

高層建築物を誘導し、延焼遮断帯の形成を加速する。

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまちづくりの機

会を捉え、無電柱化を推進する。 

・河川沿いの地域においては、スーパー堤防や高規格堤防の整備と市街地整備とを併せて行うこ

とにより、水辺の豊かな空間を生かした良好な住環境をつくる。特に東京東部の「広域ゼロメ

ートル市街地」では、気候変動によって高まる大規模水害リスクに備えて、浸水に対応したま

ちづくりを進めていく。 

・雨水の貯留・浸透施設整備等の総合治水対策を進め、地域の防災性を高める。

・木造住宅密集地域については、市街地再開発事業、土地区画整理事業、街区再編まちづくり制

度、東京都建築安全条例第７条の３に基づく新たな防火規制、地区計画、住宅市街地総合整備

事業等を活用し、建築物の防火性能の向上、街区の再編及び都市基盤の整備を図り、安全な市

街地を形成する。特に重点的・集中的に改善を図るべき地区は、「不燃化推進特定整備地区」に

指定し、市街地の不燃化を強力に推進する。

・街区再編まちづくり制度や都市開発諸制度、都市再生特別地区等により、木造住宅密集地域（整

備地域）の基盤整備や環境改善、受皿住宅の整備等の取組を新たに評価し、容積率を緩和する

など、民間活力を生かして整備を促進する。 

・都市開発諸制度や市街地開発事業などを活用する開発等において、備蓄倉庫や非常用発電機設

備、一時滞在施設の整備を促進し、帰宅困難者の安全確保を図る。中核的な拠点などにおいて、

地元区や民間事業者などと連携して大街区化を進めるなど、市街地の更新による耐震性の向上

と併せて、オープンスペースや機能的な道路空間を創出し、市街地の防災性を向上させる。

・大震災時の延焼火災を防ぎ、逃げないで済む災害に強い都市づくりを目指すため、

防災生活圏促進事業、木造住宅密集地域整備事業などにより広場や生活道路など

を整備し、防災性の向上及び居住環境の改善に努める。特に、防災上重要な避難

地周辺や避難路沿道は都市防災不燃化促進事業により、建築物の不燃化を促進す

る。 

・広域的に見て防災上重要度が高く火災の延焼を防止する骨格防災軸等となる都市

計画道路とその周辺地域については、土地区画整理事業等と街路事業を組み合わ

せて一体的に整備することや防災街区整備地区計画等の活用により、安全な都市

の実現を推進する。延焼遮断帯形成効果の高い都市計画道路を「特定整備路線」

に指定し、都市計画道路の整備に併せ、地区計画、高度地区、防火地域などの活

用により、中高層建築物を誘導し、延焼遮断帯の形成を加速する。 

・河川沿いの地域においては、高規格堤防等の整備と市街地整備とを併せて行うこ

とにより、水辺の豊かな空間をいかした良好な住環境をつくるとともに、雨水の

貯留・浸透施設整備等の総合治水対策を進め、地域の防災性を高める。 

・木造住宅密集地域については、市街地再開発事業、土地区画整理事業、街区再編

まちづくり制度、東京都建築安全条例第７条の３に基づく新たな防火規制、地区

計画、住宅市街地総合整備事業等を活用し、建築物の防火性能の向上、街区の再

編及び都市基盤の整備を図り、安全な市街地を形成する。重点的・集中的に改善

を図るべき地区は、「不燃化推進特定整備地区」に指定し、市街地の不燃化を強

力に推進する。 

・帰宅困難者対策を推進するため、再開発の機会を捉えて、備蓄倉庫、自家発電設

備、一時滞在施設などの設置を促進し、防災上の拠点を整備するとともに、都心

や副都心などにおいては、地元区や民間事業者などと連携して大街区化を進める

など、市街地の更新による耐震性の向上と併せて、オープンスペースや機能的な

道路空間を創出し、市街地の防災性を向上させる。 

 変 更 案 既 決 定

(３)快適な居住環

境の整備

・中枢広域拠点域における土地利用の誘導の方向とも整合を図りながら、国際ビジネス交流ゾー

ンや中核的な拠点等で、高齢者向け住宅や外国人のニーズ、ICT 化の進展等を踏まえた住宅な

ど多様なライフスタイルに対応した住宅供給を誘導するとともに、木造住宅密集地域の改善や

高経年マンションの機能更新を図る。 

• 都市開発諸制度を活用し、高齢者向け住宅や外国語対応の生活支援施設等と合わせた外国人向

け住宅の整備、地区外も含めた住環境の向上に資する取組、ゆとりあるオープンスペースの拡

充、有効活用等によるにぎわい創出や、持続的な維持管理に資するエリアマネジメントを促進

する。

・木造住宅密集地域については、市街地開発事業、街区再編まちづくり制度、地区計画等を活用

し、耐火性の高い建築物への建替えを促進し、安全で快適な居住環境を創出する。

・道路などの公共施設が未整備な地域は、地域の実情に合わせて土地区画整理事業のほか、住宅

市街地総合整備事業や地区計画などを活用し、公共施設の整備・改善を図りながら、良好な居

住環境の市街地となるよう誘導する。 

・主要な駅周辺や身近な中心地に生活に必要な機能を集積させ、その徒歩圏に包摂的社会の形成

にも資する住宅市街地を誘導し、歩いて暮らせるまちへの再構築を図るとともに、駅や中心地

から離れた地域では、緑豊かな良質な環境を形成する。 

・都市型産業、伝統工芸又は地場産業が集積している地域については、産業の育成と住環境の改

善を図るため、活力ある均衡のとれた地域の整備を推進する。

・センター・コア再生ゾーンにおいては、発達した公共交通の利便性もいかしなが

ら、地域特性を踏まえた上で、都市開発諸制度及び市街地整備事業を必要に応じ

て活用して民間活力による質の高い再開発や老朽化した住宅ストックなどの更新

の促進及び土地の有効・高度利用を図り、居住機能を充実させるとともに、業務、

商業、文化などに加え、子育て支援、医療福祉、教育など都心居住を支える生活

機能の充実を図り、職住近接を推進する。

・センター・コア再生ゾーンと都市環境再生ゾーンにわたる木造住宅密集地域につ

いては、市街地開発事業、街区再編まちづくり制度、地区計画等を活用し、耐火

性の高い建築物への建替えを促進し、安全で快適な居住環境を創出する。 

・都市環境再生ゾーンにおける道路などの公共施設が未整備な地域は、地域の実情

に合わせて土地区画整理事業のほか住宅市街地総合整備事業や地区計画などを活

用し、公共施設の整備・改善を図りながら、良好な居住環境の市街地となるよう

誘導する。

・駅周辺地域などは、地域特性に応じ、生活拠点又は生活中心地としての整備と併

せて、交通結節機能の強化を進めるとともに、その周辺に居住機能を集積し、自

動車に過度に依存しないで暮らすことのできるコンパクトなまちの形成を図る。

また、駅前広場等の整備及び緑化の推進を進めることと併せて、施設建築物のバ

リアフリー化など地域全体のユニバーサルデザインの推進を図ることにより、快

適で魅力ある都市型生活を享受できるようにする。

・都市型産業、伝統工芸又は地場産業が集積している地域については、産業の育成

と住環境の改善を図るため、活力ある均衡のとれた地域の整備を推進する。

(４)自然や歴史・文

化などの環境をい

かした整備

・自然地形、河川、海などの多様な自然的要素や歴史的建造物などの歴史・文化資源を生かした

都市づくりを積極的に行い、東京を代表する景観を形成し、美しく風格のある首都東京にふさ

わしい美しい空間を創造する。

・隅田川沿いなどにおいては、水辺の豊かな環境を生かすとともに、河川側からの景観にも配慮

し、水辺環境を生かした整備を図る。 

・再開発に当たっては、歴史的な建造物や街並みの保存に配慮するとともに、新たに整備される

建造物と周辺の環境と調和を図り、歴史と文化を生かした景観を保全・創出する。また、大規

模建築物などが複数計画される区域では、一体的な景観形成を図り、地域の個性を生かした景

観を誘導する。

・自然地形、河川、海などの多様な自然的要素や歴史的建造物などの歴史・文化資

源をいかした都市づくりを積極的に行い、東京を代表する景観を形成し、美しく

風格のある首都東京にふさわしい美しい空間を創造する。

・東京湾ウォーターフロント活性化ゾーンや隅田川沿いなどにおいては、水辺の豊

かな環境をいかすとともに、河川側からの景観にも配慮し、水辺環境をいかした

整備を図る。

・再開発に当たっては、歴史的な建造物や街並みの保存に配慮するとともに、新た

に整備される建造物と周辺の環境と調和を図り、歴史と文化をいかした景観を保

全・創出する。また、大規模建築物などが複数計画される区域では、一体的な景

観形成を図り、地域の個性をいかした景観を誘導する。 

３ １号市街地 おおむね区部全域を計画的な再開発が必要な市街地とし、計画事項を【別表－１】に示す。 おおむね区部全域を計画的な再開発が必要な市街地とし、計画事項を【別表－１】

に示す。

４ 再開発促進地区 

（２号地区）

316地区を選定し、その整備又は開発の計画の概要を【別表－２】に、おおむねの位置を附図に

示す。

344地区を選定し、その整備又は開発の計画の概要を【別表－２】に、おおむね

の位置を附図に示す。

５ 誘導地区 158地区を選定し、おおむねの位置及び整備の方向を【別表－３】に示す。 176地区を選定し、おおむねの位置及び整備の方向を【別表－３】に示す。
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 変 更 案 既 決 定

(２)安全な市街地の

整備 

・首都直下地震や台風・豪雨災害など様々な災害に対して､AI や ICT などを活用し刻々と変化す

る状況にも対応できるよう、ハード･ソフト両面からの備えの充実を図る。

・大震災時の延焼火災を防ぎ、避難せずに済む災害に強い都市づくりを目指すため、木造住宅密

集地域整備事業などにより広場や生活道路などを整備し、防災性の向上及び居住環境の改善に

努める。特に、防災上重要な避難地周辺や避難路沿道は都市防災不燃化促進事業により、建築

物の不燃化を促進する。

・広域的に見て防災上重要度が高く火災の延焼を防止する骨格防災軸等となる都市計画道路とそ

の周辺地域については、土地区画整理事業等と街路事業とを組み合わせて一体的に整備するこ

とや防災街区整備地区計画等の活用により、安全な都市の実現を推進する。「防災都市づくり推

進計画」に位置付けられた整備地域内の主要な都施行の都市計画道路を「特定整備路線」とし

て選定し、都市計画道路の整備に併せ、地区計画、高度地区、防火地域などの活用により、中

高層建築物を誘導し、延焼遮断帯の形成を加速する。

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまちづくりの機

会を捉え、無電柱化を推進する。

・河川沿いの地域においては、スーパー堤防や高規格堤防の整備と市街地整備とを併せて行うこ

とにより、水辺の豊かな空間を生かした良好な住環境をつくる。特に東京東部の「広域ゼロメ

ートル市街地」では、気候変動によって高まる大規模水害リスクに備えて、浸水に対応したま

ちづくりを進めていく。

・雨水の貯留・浸透施設整備等の総合治水対策を進め、地域の防災性を高める。

・木造住宅密集地域については、市街地再開発事業、土地区画整理事業、街区再編まちづくり制

度、東京都建築安全条例第７条の３に基づく新たな防火規制、地区計画、住宅市街地総合整備

事業等を活用し、建築物の防火性能の向上、街区の再編及び都市基盤の整備を図り、安全な市

街地を形成する。特に重点的・集中的に改善を図るべき地区は、「不燃化推進特定整備地区」に

指定し、市街地の不燃化を強力に推進する。

・街区再編まちづくり制度や都市開発諸制度、都市再生特別地区等により、木造住宅密集地域（整

備地域）の基盤整備や環境改善、受皿住宅の整備等の取組を新たに評価し、容積率を緩和する

など、民間活力を生かして整備を促進する。

・都市開発諸制度や市街地開発事業などを活用する開発等において、備蓄倉庫や非常用発電機設

備、一時滞在施設の整備を促進し、帰宅困難者の安全確保を図る。中核的な拠点などにおいて、

地元区や民間事業者などと連携して大街区化を進めるなど、市街地の更新による耐震性の向上

と併せて、オープンスペースや機能的な道路空間を創出し、市街地の防災性を向上させる。 

・大震災時の延焼火災を防ぎ、逃げないで済む災害に強い都市づくりを目指すため、

防災生活圏促進事業、木造住宅密集地域整備事業などにより広場や生活道路など

を整備し、防災性の向上及び居住環境の改善に努める。特に、防災上重要な避難

地周辺や避難路沿道は都市防災不燃化促進事業により、建築物の不燃化を促進す

る。 

・広域的に見て防災上重要度が高く火災の延焼を防止する骨格防災軸等となる都市

計画道路とその周辺地域については、土地区画整理事業等と街路事業を組み合わ

せて一体的に整備することや防災街区整備地区計画等の活用により、安全な都市

の実現を推進する。延焼遮断帯形成効果の高い都市計画道路を「特定整備路線」

に指定し、都市計画道路の整備に併せ、地区計画、高度地区、防火地域などの活

用により、中高層建築物を誘導し、延焼遮断帯の形成を加速する。

・河川沿いの地域においては、高規格堤防等の整備と市街地整備とを併せて行うこ

とにより、水辺の豊かな空間をいかした良好な住環境をつくるとともに、雨水の

貯留・浸透施設整備等の総合治水対策を進め、地域の防災性を高める。

・木造住宅密集地域については、市街地再開発事業、土地区画整理事業、街区再編

まちづくり制度、東京都建築安全条例第７条の３に基づく新たな防火規制、地区

計画、住宅市街地総合整備事業等を活用し、建築物の防火性能の向上、街区の再

編及び都市基盤の整備を図り、安全な市街地を形成する。重点的・集中的に改善

を図るべき地区は、「不燃化推進特定整備地区」に指定し、市街地の不燃化を強

力に推進する。

・帰宅困難者対策を推進するため、再開発の機会を捉えて、備蓄倉庫、自家発電設

備、一時滞在施設などの設置を促進し、防災上の拠点を整備するとともに、都心

や副都心などにおいては、地元区や民間事業者などと連携して大街区化を進める

など、市街地の更新による耐震性の向上と併せて、オープンスペースや機能的な

道路空間を創出し、市街地の防災性を向上させる。

 変 更 案 既 決 定 

(３)快適な居住環

境の整備

・中枢広域拠点域における土地利用の誘導の方向とも整合を図りながら、国際ビジネス交流ゾー

ンや中核的な拠点等で、高齢者向け住宅や外国人のニーズ、ICT 化の進展等を踏まえた住宅な

ど多様なライフスタイルに対応した住宅供給を誘導するとともに、木造住宅密集地域の改善や

高経年マンションの機能更新を図る。 

• 都市開発諸制度を活用し、高齢者向け住宅や外国語対応の生活支援施設等と合わせた外国人向

け住宅の整備、地区外も含めた住環境の向上に資する取組、ゆとりあるオープンスペースの拡

充、有効活用等によるにぎわい創出や、持続的な維持管理に資するエリアマネジメントを促進

する。 

・木造住宅密集地域については、市街地開発事業、街区再編まちづくり制度、地区計画等を活用

し、耐火性の高い建築物への建替えを促進し、安全で快適な居住環境を創出する。

・道路などの公共施設が未整備な地域は、地域の実情に合わせて土地区画整理事業のほか、住宅

市街地総合整備事業や地区計画などを活用し、公共施設の整備・改善を図りながら、良好な居

住環境の市街地となるよう誘導する。

・主要な駅周辺や身近な中心地に生活に必要な機能を集積させ、その徒歩圏に包摂的社会の形成

にも資する住宅市街地を誘導し、歩いて暮らせるまちへの再構築を図るとともに、駅や中心地

から離れた地域では、緑豊かな良質な環境を形成する。 

・都市型産業、伝統工芸又は地場産業が集積している地域については、産業の育成と住環境の改

善を図るため、活力ある均衡のとれた地域の整備を推進する。

・センター・コア再生ゾーンにおいては、発達した公共交通の利便性もいかしなが

ら、地域特性を踏まえた上で、都市開発諸制度及び市街地整備事業を必要に応じ

て活用して民間活力による質の高い再開発や老朽化した住宅ストックなどの更新

の促進及び土地の有効・高度利用を図り、居住機能を充実させるとともに、業務、

商業、文化などに加え、子育て支援、医療福祉、教育など都心居住を支える生活

機能の充実を図り、職住近接を推進する。 

・センター・コア再生ゾーンと都市環境再生ゾーンにわたる木造住宅密集地域につ

いては、市街地開発事業、街区再編まちづくり制度、地区計画等を活用し、耐火

性の高い建築物への建替えを促進し、安全で快適な居住環境を創出する。 

・都市環境再生ゾーンにおける道路などの公共施設が未整備な地域は、地域の実情

に合わせて土地区画整理事業のほか住宅市街地総合整備事業や地区計画などを活

用し、公共施設の整備・改善を図りながら、良好な居住環境の市街地となるよう

誘導する。 

・駅周辺地域などは、地域特性に応じ、生活拠点又は生活中心地としての整備と併

せて、交通結節機能の強化を進めるとともに、その周辺に居住機能を集積し、自

動車に過度に依存しないで暮らすことのできるコンパクトなまちの形成を図る。

また、駅前広場等の整備及び緑化の推進を進めることと併せて、施設建築物のバ

リアフリー化など地域全体のユニバーサルデザインの推進を図ることにより、快

適で魅力ある都市型生活を享受できるようにする。 

・都市型産業、伝統工芸又は地場産業が集積している地域については、産業の育成

と住環境の改善を図るため、活力ある均衡のとれた地域の整備を推進する。 

(４)自然や歴史・文

化などの環境をい

かした整備 

・自然地形、河川、海などの多様な自然的要素や歴史的建造物などの歴史・文化資源を生かした

都市づくりを積極的に行い、東京を代表する景観を形成し、美しく風格のある首都東京にふさ

わしい美しい空間を創造する。

・隅田川沿いなどにおいては、水辺の豊かな環境を生かすとともに、河川側からの景観にも配慮

し、水辺環境を生かした整備を図る。

・再開発に当たっては、歴史的な建造物や街並みの保存に配慮するとともに、新たに整備される

建造物と周辺の環境と調和を図り、歴史と文化を生かした景観を保全・創出する。また、大規

模建築物などが複数計画される区域では、一体的な景観形成を図り、地域の個性を生かした景

観を誘導する。

・自然地形、河川、海などの多様な自然的要素や歴史的建造物などの歴史・文化資

源をいかした都市づくりを積極的に行い、東京を代表する景観を形成し、美しく

風格のある首都東京にふさわしい美しい空間を創造する。 

・東京湾ウォーターフロント活性化ゾーンや隅田川沿いなどにおいては、水辺の豊

かな環境をいかすとともに、河川側からの景観にも配慮し、水辺環境をいかした

整備を図る。 

・再開発に当たっては、歴史的な建造物や街並みの保存に配慮するとともに、新た

に整備される建造物と周辺の環境と調和を図り、歴史と文化をいかした景観を保

全・創出する。また、大規模建築物などが複数計画される区域では、一体的な景

観形成を図り、地域の個性をいかした景観を誘導する。 

３ １号市街地 おおむね区部全域を計画的な再開発が必要な市街地とし、計画事項を【別表－１】に示す。 おおむね区部全域を計画的な再開発が必要な市街地とし、計画事項を【別表－１】

に示す。 

４ 再開発促進地区 

（２号地区） 

316地区を選定し、その整備又は開発の計画の概要を【別表－２】に、おおむねの位置を附図に

示す。 

344地区を選定し、その整備又は開発の計画の概要を【別表－２】に、おおむね

の位置を附図に示す。 

５ 誘導地区 158地区を選定し、おおむねの位置及び整備の方向を【別表－３】に示す。 176地区を選定し、おおむねの位置及び整備の方向を【別表－３】に示す。 
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１号市街地 変 更 案 既 決 定 

番号 地域名（ha） １ 中枢広域拠点域 １ センター・コア再生ゾーン（おおむね首都高速中央環状線の内側の地域） 

ａ再開発の目標 

・都市構造の再編成

・建築物の更新

・都市環境の向上等

・高密な鉄道、道路ネットワークを生かして、国際的なビジネス・交流機能や業務、商業

など複合機能を有する中核的な拠点を形成する。また、芸術・文化・スポーツや、イノ

ベーションを創出する産業、交流機能などの多様な特色を有する拠点や地域の形成を図

るとともに、歴史的資源や風情ある街並みの保全・活用や地域コミュニティの活性化な

どによりそれぞれが際立った個性を発揮しながら、人々の交流の場を形成し、東京の魅

力を向上させる。 

・主要な駅周辺では、業務、商業施設に加え、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、

都民の生活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に資する都市機能の集積を図る。 

・国際ビジネス交流ゾーンは、グローバルビジネスの業務統括拠点などが高度に集積した

中核的な拠点の充実など、国際競争力の強化に向けた機能の一層の導入を促進し、交通

結節機能の更なる強化などと合わせ、複合的で高度な土地利用を推進する。 

・木造住宅密集地域では、道路・公園整備や不燃化による建替えを促進するとともに、緑

豊かな魅力ある都市環境を創出していく。また、市街地再開発事業等による共同化を促

進する。 

・民間活力をいかした公民協働による都市づくりを進め、都心、副都心、新拠点等では、

地域特性を踏まえた多様な機能が集積し、各拠点が連携する国際的なビジネスセンター

としての機能強化を図り、拠点周辺、公共交通機関の利便性の高い地区等では、居住機

能の充実した職住が近接した多様な機能を持つ複合市街地を形成する。 

・木造住宅密集地域は、公共空地の拡大を図るとともに、地域の自立的な更新及び民間の

積極的参加を促進する仕組みなどを活用し、建築物の不燃化及び耐震化を誘導し、地域

の防災性を向上させる。 

・都市型産業、伝統工芸又は地場産業が集積している地域では、技術の維持と産業の育成

及び転換を誘導し、また、住環境に配慮した、住工・住商が調和し活力ある複合市街地

の形成を図る。 

・歴史的建造物の保存、歴史的景観の再生及び魅力的な都市景観の形成に寄与する民間開

発の計画的誘導などを進める。 

ｂ

土

地

の

高
度

利

用

及

び

都

市

機

能

の

更

新

に

関

す

る

ア 適切な用途及

び密度の確保、そ

の他の適切な土

地利用の実現 

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特

性を生かした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地は、低層及び低中層の住宅地として

の環境を保全すべき地域を除き、原則として中高層住宅地として誘導する。

・中核的な拠点は、高次の中枢管理機能のほか、国際ビジネス、業務、商業、芸術・文化、

観光、居住など地域特性に応じた多様な機能の集積を図る。 

・活力とにぎわいの拠点は、商業、文化、交流など地域の活力やにぎわいを生み出す多様

な都市機能の集積を図る。 

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特

性をいかした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地は、低層及び低中層の住宅地として

の環境を保全すべき地域を除き、原則として中高層住宅地として誘導する。

・中核拠点は、魅力とにぎわいのある都市空間を備えた拠点として整備する。

イ 主要な都市施

設の整備 

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。

・鉄軌道の整備を促進する。

・駐車需要に応じた駐車施設の計画的な配置と整備を促進する。

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。

・鉄軌道の整備を促進する。

・駐車需要に応じた駐車施設の計画的な配置と整備を促進する。

ウ 都市の環境、景

観等の維持及び

改善

・大規模な民間の開発や機能更新の機会を捉え、都市開発諸制度や容積適正配分型地区計

画などを活用し、南北崖線の緑の保全・再生や、都市公園と連担した厚みのある質の高

い緑化空間の形成を図る。 

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源を生かした、首都東京にふさわし

い美しい空間を創造する景観の形成を図る。

・中核的な拠点や活力とにぎわいの拠点などでは、都市再生特別地区や都市開発諸制度な

どを活用した複合開発により、最先端の省エネ技術、再生可能エネルギー、未利用エネ

ルギーなどの積極的な導入を促す。 

・市街地の開発において緑地の確保及び屋上緑化の推進に努めると同時に、創出した緑と

周辺の緑資源が連携した緑豊かな美しいまちづくりの促進を図る。 

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源をいかした、首都東京にふさわし

い美しい空間を創造する景観の形成を図る。

・業務、商業機能が高度に集積する地域では、先進的な環境技術の導入を促進し、地区・

街区単位におけるエネルギー利用の効率化やゾーン全体での環境負荷の低減を図る。 

エ その他特に必

要な事項

・土地の高度利用

・都市機能の更新

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域

の特性を生かした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。

・都市開発諸制度などの活用により、開放的で緑豊かな身近なオープンスペースを更に創

出し、にぎわいある魅力的な空間形成を一層促進する。 

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまちづく

りの機会を捉え、無電柱化を推進する。

・まちづくりの機会を捉え、地域の特性に応じ、車中心から人中心の空間へと転換し、居

心地が良く歩きたくなるまちなかの形成を促進する。

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域

の特性をいかした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。

・ユニバーサルデザインのまちづくりを推進し、東京の都市活動を担う多様な人材の集積

と交流を図る。

3
1



１号市街地 変 更 案 既 決 定

番号 地域名（ha） １ 中枢広域拠点域 １ センター・コア再生ゾーン（おおむね首都高速中央環状線の内側の地域）

ａ再開発の目標

・都市構造の再編成 

・建築物の更新

・都市環境の向上等 

・高密な鉄道、道路ネットワークを生かして、国際的なビジネス・交流機能や業務、商業

など複合機能を有する中核的な拠点を形成する。また、芸術・文化・スポーツや、イノ

ベーションを創出する産業、交流機能などの多様な特色を有する拠点や地域の形成を図

るとともに、歴史的資源や風情ある街並みの保全・活用や地域コミュニティの活性化な

どによりそれぞれが際立った個性を発揮しながら、人々の交流の場を形成し、東京の魅

力を向上させる。

・主要な駅周辺では、業務、商業施設に加え、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、

都民の生活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に資する都市機能の集積を図る。

・国際ビジネス交流ゾーンは、グローバルビジネスの業務統括拠点などが高度に集積した

中核的な拠点の充実など、国際競争力の強化に向けた機能の一層の導入を促進し、交通

結節機能の更なる強化などと合わせ、複合的で高度な土地利用を推進する。

・木造住宅密集地域では、道路・公園整備や不燃化による建替えを促進するとともに、緑

豊かな魅力ある都市環境を創出していく。また、市街地再開発事業等による共同化を促

進する。

・民間活力をいかした公民協働による都市づくりを進め、都心、副都心、新拠点等では、

地域特性を踏まえた多様な機能が集積し、各拠点が連携する国際的なビジネスセンター

としての機能強化を図り、拠点周辺、公共交通機関の利便性の高い地区等では、居住機

能の充実した職住が近接した多様な機能を持つ複合市街地を形成する。

・木造住宅密集地域は、公共空地の拡大を図るとともに、地域の自立的な更新及び民間の

積極的参加を促進する仕組みなどを活用し、建築物の不燃化及び耐震化を誘導し、地域

の防災性を向上させる。

・都市型産業、伝統工芸又は地場産業が集積している地域では、技術の維持と産業の育成

及び転換を誘導し、また、住環境に配慮した、住工・住商が調和し活力ある複合市街地

の形成を図る。

・歴史的建造物の保存、歴史的景観の再生及び魅力的な都市景観の形成に寄与する民間開

発の計画的誘導などを進める。

ｂ

土

地

の

高
度

利

用

及

び

都

市

機

能

の

更

新

に

関

す

る

ア 適切な用途及

び密度の確保、そ

の他の適切な土

地利用の実現

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特

性を生かした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地は、低層及び低中層の住宅地として

の環境を保全すべき地域を除き、原則として中高層住宅地として誘導する。

・中核的な拠点は、高次の中枢管理機能のほか、国際ビジネス、業務、商業、芸術・文化、

観光、居住など地域特性に応じた多様な機能の集積を図る。

・活力とにぎわいの拠点は、商業、文化、交流など地域の活力やにぎわいを生み出す多様

な都市機能の集積を図る。

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特

性をいかした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地は、低層及び低中層の住宅地として

の環境を保全すべき地域を除き、原則として中高層住宅地として誘導する。

・中核拠点は、魅力とにぎわいのある都市空間を備えた拠点として整備する。

イ 主要な都市施

設の整備

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。 

・鉄軌道の整備を促進する。

・駐車需要に応じた駐車施設の計画的な配置と整備を促進する。

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。 

・鉄軌道の整備を促進する。

・駐車需要に応じた駐車施設の計画的な配置と整備を促進する。

ウ 都市の環境、景

観等の維持及び

改善 

・大規模な民間の開発や機能更新の機会を捉え、都市開発諸制度や容積適正配分型地区計

画などを活用し、南北崖線の緑の保全・再生や、都市公園と連担した厚みのある質の高

い緑化空間の形成を図る。

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源を生かした、首都東京にふさわし

い美しい空間を創造する景観の形成を図る。

・中核的な拠点や活力とにぎわいの拠点などでは、都市再生特別地区や都市開発諸制度な

どを活用した複合開発により、最先端の省エネ技術、再生可能エネルギー、未利用エネ

ルギーなどの積極的な導入を促す。

・市街地の開発において緑地の確保及び屋上緑化の推進に努めると同時に、創出した緑と

周辺の緑資源が連携した緑豊かな美しいまちづくりの促進を図る。

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源をいかした、首都東京にふさわし

い美しい空間を創造する景観の形成を図る。

・業務、商業機能が高度に集積する地域では、先進的な環境技術の導入を促進し、地区・

街区単位におけるエネルギー利用の効率化やゾーン全体での環境負荷の低減を図る。

エ その他特に必

要な事項 

・土地の高度利用

・都市機能の更新

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域

の特性を生かした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。

・都市開発諸制度などの活用により、開放的で緑豊かな身近なオープンスペースを更に創

出し、にぎわいある魅力的な空間形成を一層促進する。 

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまちづく

りの機会を捉え、無電柱化を推進する。 

・まちづくりの機会を捉え、地域の特性に応じ、車中心から人中心の空間へと転換し、居

心地が良く歩きたくなるまちなかの形成を促進する。 

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域

の特性をいかした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。

・ユニバーサルデザインのまちづくりを推進し、東京の都市活動を担う多様な人材の集積

と交流を図る。 

3
2



１号市街地 変 更 案 既 決 定 

番号 地域名（ha） 
（削除） 

２ 東京湾ウォーターフロント活性化ゾーン（センター・コア再生ゾーンと東京湾との間

の地域） 

ａ 再開発の目標 

・都市構造の再編成

・建築物の更新

・都市環境の向上等

・国際空港機能の充実、東京港とこれに接続する物流施設の整備、広域交通ネットワーク

の形成、内陸部へのアクセス強化などを図る。 

・土地利用転換の計画的な誘導などを進める。

・臨海副都心においては、国際的な交通・物流機能に恵まれた立地特性をいかし、アジア

における情報発信の拠点整備、新たな産業・ビジネス空間の創造及び快適で良質な都市

型住宅の配置を図り、職・住・学・遊のバランスのとれた複合的市街地を形成する。 

ｂ

土

地

の

高
度

利

用

及

び

都

市

機

能

の

更

新

に

関

す

る

方

針

ア 適切な用途及

び密度の確保、そ

の他の適切な土

地利用の実現 

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特

性をいかした土地利用の誘導を図る。 

・工場跡地など土地利用の転換が見込まれる低未利用地については、その周辺地区も含め、

計画的に整備された複合機能を備えた拠点として整備する。 

イ 主要な都市施

設の整備 

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。

・鉄軌道の整備を促進する。

・周辺環境に配慮し、地域のまちづくりに貢献する豊洲市場の建設を促進す

る。 

ウ 都市の環境、景

観等の維持及び

改善

・市街地の開発において緑地の確保及び屋上緑化の推進に努めると同時に、創出した緑と

周辺の緑資源が連携した緑豊かな美しいまちづくりの促進を図る。 

・広大な海と後背地に広がる都心景観及び豊かな水辺空間をいかした印象的で魅力的な景

観形成を進める。 

エ その他特に必

要な事項 

・土地の高度利用

・都市機能の更新

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域

の特性をいかした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。 

・ユニバーサルデザインのまちづくりを推進し、東京の都市活動を担う多様な人材の集積

と交流を図る。 

１号市街地 変 更 案 既 決 定

番号 地域名（ha） ２ 新都市生活創造域 ３ 都市環境再生ゾーン（センター・コア再生ゾーンの外周の地域）

ａ 再開発の目標

・都市構造の再編成 

・建築物の更新

・都市環境の向上等 

・主要な駅周辺では、大規模な商業、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、都民の生

活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に対応する都市機能が集積した地域の拠点の形成を

図る。

・地域の拠点以外の駅周辺や、商店街、大規模団地、公共施設周辺など、公共交通の利便

性が高い場所に、人口の規模や構成を踏まえた、食料品店や飲食店等の商業施設、診療

所、福祉施設など、地域住民の生活利便性と地域コミュニティを支え、生活に密着した

都市機能が立地する生活の中心地の形成を図る。

・地域の拠点や生活の中心地からの徒歩圏に、多様な世代やライフスタイルに対応し、活

力のある地域コミュニティを育む住宅市街地を誘導する。

・市街地再開発事業等による共同化により、木造住宅密集地域の改善を促進する。

・生活拠点及び生活中心地では、居住機能とともに、地域の特性に応じた機能の集積を図

る。 

・木造住宅密集地域は、公共空地の拡大を図るとともに、地域の自立的な更新及び民間の

積極的参加を促進する仕組みなどを活用し、建築物の不燃化及び耐震化を誘導し、地域

の防災性を向上させる。

・都市型産業、伝統工芸又は地場産業が集積している地域では、技術の維持と産業の育成

及び転換を誘導し、また、住環境に配慮した、住工・住商が調和し活力ある複合市街地

の形成を図る。

・脆弱な都市基盤の改善、地区計画等による無秩序な小規模開発の防止、住宅地の良好な

景観形成、大規模な土地利用転換の適切な誘導、都市内農地の有効活用などを推進して

いく。

ｂ

土

地

の

高
度

利

用

及

び

都

市

機

能

の

更

新

に

関

す

ア 適切な用途及

び密度の確保、そ

の他の適切な土

地利用の実現

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特

性を生かした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地では、計画的に開発された中高層住

宅地を除き、低層及び低中層を主体とした住宅地として誘導する。

・都市開発諸制度や特定用途誘導地区、地区計画等の活用により、商業・医療・福祉など

の多様な都市機能を誘導する。

・地域の拠点では、商業、医療・福祉などの生活に必要な都市機能や柔軟な働き方・暮ら

し方にも対応する都市機能の集積を図る。

・生活の中心地では、飲食店や診療所などの生活に必要な都市機能の立地を促進する。

・工場跡地などで土地利用の転換が見込まれる低未利用地は、その周辺地区も含めて計画

的に複合機能を備えた拠点などとして整備する。

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特

性をいかした土地利用の誘導を図る。特に、環状７号線の外側の住宅地では、計画的に

開発された中高層住宅地を除き、低層及び低中層を主体とした住宅地として、環状７号

線の内側の住宅地では、低層及び低中層の住宅地としての環境を保全すべき地域を除き、

原則として中高層住宅地として誘導する。

・生活拠点及び生活中心地は、居住、商業、物流、文化など多様な複合機能を備えるとと

もに、コミュニティインフラを備えた生活利便性の高い拠点として整備する。

・工場跡地など土地利用の転換が見込まれる低未利用地については、その周辺地区も含め、

計画的に整備された複合機能を備えた拠点として整備する。

・老朽化した住宅団地は、居住、商業など生活利便性を備えた拠点として整備する。

イ 主要な都市施

設の整備

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。 

・鉄軌道の整備を促進する。

・連続立体交差事業を促進する。

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。 

・鉄軌道の整備を促進する。

・連続立体交差事業を促進する。

ウ 都市の環境、景

観等の維持及び

改善 

・大規模団地の建替えにおける緑化や、都市開発諸制度等を活用した国分寺崖戦沿いの樹

林や湧水の保全に取り組み、厚みとつながりのある緑の骨格の形成を促進する。

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源を生かした、首都東京にふさわし

い美しい空間を創造する景観の形成を図る。

・市街地の開発において緑地の確保及び屋上緑化の推進に努めると同時に、創出した緑と

周辺の緑資源が連携した緑豊かな美しいまちづくりの促進を図る。

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源をいかした、首都東京にふさわし

い美しい空間を創造する景観の形成を図る。
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１号市街地 変 更 案 既 決 定

番号 地域名（ha） 
（削除）

２ 東京湾ウォーターフロント活性化ゾーン（センター・コア再生ゾーンと東京湾との間

の地域）

ａ 再開発の目標

・都市構造の再編成 

・建築物の更新

・都市環境の向上等 

・国際空港機能の充実、東京港とこれに接続する物流施設の整備、広域交通ネットワーク

の形成、内陸部へのアクセス強化などを図る。

・土地利用転換の計画的な誘導などを進める。

・臨海副都心においては、国際的な交通・物流機能に恵まれた立地特性をいかし、アジア

における情報発信の拠点整備、新たな産業・ビジネス空間の創造及び快適で良質な都市

型住宅の配置を図り、職・住・学・遊のバランスのとれた複合的市街地を形成する。

ｂ

土

地

の

高
度

利

用

及

び

都

市

機

能

の

更

新

に

関

す

る

方

針

ア 適切な用途及

び密度の確保、そ

の他の適切な土

地利用の実現

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特

性をいかした土地利用の誘導を図る。 

・工場跡地など土地利用の転換が見込まれる低未利用地については、その周辺地区も含め、

計画的に整備された複合機能を備えた拠点として整備する。

イ 主要な都市施

設の整備

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。 

・鉄軌道の整備を促進する。

・周辺環境に配慮し、地域のまちづくりに貢献する豊洲市場の建設を促進す

る。 

ウ 都市の環境、景

観等の維持及び

改善 

・市街地の開発において緑地の確保及び屋上緑化の推進に努めると同時に、創出した緑と

周辺の緑資源が連携した緑豊かな美しいまちづくりの促進を図る。

・広大な海と後背地に広がる都心景観及び豊かな水辺空間をいかした印象的で魅力的な景

観形成を進める。

エ その他特に必

要な事項

・土地の高度利用

・都市機能の更新

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域

の特性をいかした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。

・ユニバーサルデザインのまちづくりを推進し、東京の都市活動を担う多様な人材の集積

と交流を図る。

１号市街地 変 更 案 既 決 定 

番号 地域名（ha） ２ 新都市生活創造域 ３ 都市環境再生ゾーン（センター・コア再生ゾーンの外周の地域） 

ａ 再開発の目標 

・都市構造の再編成

・建築物の更新

・都市環境の向上等

・主要な駅周辺では、大規模な商業、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、都民の生

活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に対応する都市機能が集積した地域の拠点の形成を

図る。 

・地域の拠点以外の駅周辺や、商店街、大規模団地、公共施設周辺など、公共交通の利便

性が高い場所に、人口の規模や構成を踏まえた、食料品店や飲食店等の商業施設、診療

所、福祉施設など、地域住民の生活利便性と地域コミュニティを支え、生活に密着した

都市機能が立地する生活の中心地の形成を図る。 

・地域の拠点や生活の中心地からの徒歩圏に、多様な世代やライフスタイルに対応し、活

力のある地域コミュニティを育む住宅市街地を誘導する。 

・市街地再開発事業等による共同化により、木造住宅密集地域の改善を促進する。

・生活拠点及び生活中心地では、居住機能とともに、地域の特性に応じた機能の集積を図

る。 

・木造住宅密集地域は、公共空地の拡大を図るとともに、地域の自立的な更新及び民間の

積極的参加を促進する仕組みなどを活用し、建築物の不燃化及び耐震化を誘導し、地域

の防災性を向上させる。 

・都市型産業、伝統工芸又は地場産業が集積している地域では、技術の維持と産業の育成

及び転換を誘導し、また、住環境に配慮した、住工・住商が調和し活力ある複合市街地

の形成を図る。 

・脆弱な都市基盤の改善、地区計画等による無秩序な小規模開発の防止、住宅地の良好な

景観形成、大規模な土地利用転換の適切な誘導、都市内農地の有効活用などを推進して

いく。 

ｂ

土

地

の

高
度

利

用

及

び

都

市

機

能

の

更

新

に

関

す

ア 適切な用途及

び密度の確保、そ

の他の適切な土

地利用の実現 

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特

性を生かした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地では、計画的に開発された中高層住

宅地を除き、低層及び低中層を主体とした住宅地として誘導する。

・都市開発諸制度や特定用途誘導地区、地区計画等の活用により、商業・医療・福祉など

の多様な都市機能を誘導する。

・地域の拠点では、商業、医療・福祉などの生活に必要な都市機能や柔軟な働き方・暮ら

し方にも対応する都市機能の集積を図る。 

・生活の中心地では、飲食店や診療所などの生活に必要な都市機能の立地を促進する。

・工場跡地などで土地利用の転換が見込まれる低未利用地は、その周辺地区も含めて計画

的に複合機能を備えた拠点などとして整備する。 

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域の特

性をいかした土地利用の誘導を図る。特に、環状７号線の外側の住宅地では、計画的に

開発された中高層住宅地を除き、低層及び低中層を主体とした住宅地として、環状７号

線の内側の住宅地では、低層及び低中層の住宅地としての環境を保全すべき地域を除き、

原則として中高層住宅地として誘導する。 

・生活拠点及び生活中心地は、居住、商業、物流、文化など多様な複合機能を備えるとと

もに、コミュニティインフラを備えた生活利便性の高い拠点として整備する。 

・工場跡地など土地利用の転換が見込まれる低未利用地については、その周辺地区も含め、

計画的に整備された複合機能を備えた拠点として整備する。 

・老朽化した住宅団地は、居住、商業など生活利便性を備えた拠点として整備する。

イ 主要な都市施

設の整備 

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。

・鉄軌道の整備を促進する。

・連続立体交差事業を促進する。

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。

・鉄軌道の整備を促進する。

・連続立体交差事業を促進する。

ウ 都市の環境、景

観等の維持及び

改善

・大規模団地の建替えにおける緑化や、都市開発諸制度等を活用した国分寺崖戦沿いの樹

林や湧水の保全に取り組み、厚みとつながりのある緑の骨格の形成を促進する。 

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源を生かした、首都東京にふさわし

い美しい空間を創造する景観の形成を図る。

・市街地の開発において緑地の確保及び屋上緑化の推進に努めると同時に、創出した緑と

周辺の緑資源が連携した緑豊かな美しいまちづくりの促進を図る。 

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源をいかした、首都東京にふさわし

い美しい空間を創造する景観の形成を図る。

3
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エ その他特に必

要な事項 

・土地の高度利用

・都市機能の更新

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域

の特性を生かした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。

・都市開発諸制度などの活用により、開放的で緑豊かな身近なオープンスペースを更に創

出し、にぎわいある魅力的な空間形成を一層促進する。 

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまちづく

りの機会を捉え、無電柱化を推進する。 

・まちづくりの機会を捉え、地域の特性に応じ、車中心から人中心の空間へと転換し、居

心地が良く歩きたくなるまちなかの形成を促進する。 

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、地域

の特性をいかした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。

・ユニバーサルデザインのまちづくりを推進し、東京の都市活動を担う多様な人材の集積

と交流を図る。 

２号地区 変 更 案 既 決 定 変 更 案 既 決 定

番号 地区名
面積（ha）

（おおむねの位置） 

千．１ 有楽町駅前地区
約1.8ha 

(千代田区南東部)

千．１ 有楽町駅前地区
約1.8ha 

(千代田区南東部)
（削除）

千．３ 有楽町日比谷地区
約1.9ha 

（千代田区南部）

ａ 地区の再開発、整備
等の主たる目標

低層木造密集地区を整備改善し、土地の合
理的利用と都市機能の更新を図る。

低層木造密集地区を整備改善し、土地の合
理的利用と都市機能の更新を図る。

（削除）

都心にふさわしい商業、娯楽及び文化セン
ターとして土地の高度利用を促進し、良好な
都市景観の形成と活力あるまちづくりを図
る。 

都市づくりのグランド
デザインの位置付け※

中枢広域拠点域
国際ビジネス交流ゾーン

センター・コア再生ゾーン （削除） センター・コア再生ゾーン

ｂ 用途、密度に関する
基本的方針、その他の
土地利用計画の概要 

小規模店舗が密集している駅前飲食店街等
の不整形に細分化された土地を整理統合し、
土地の高度利用を図る。

小規模店舗が密集している駅前飲食店街等
の不整形に細分化された土地を整理統合し、
土地の高度利用を図る。 （削除）

地区計画に基づいてアミューズメントセン
ターとして整備を図るとともに、敷地の共同
化及び建物の高層化により歩行者空間の整備
改善を進める。

ｃ 建築物の更新の方針 中核的な拠点の駅前としてふさわしい用途
を配した一体的な建築物により高層化を図
る。 

都心駅前にふさわしい用途を配した一体的
な建築物により高層化を図る。

（削除）

地区計画に基づいて魅力ある都市環境を創
出するため、建築物の壁面の後退及び意匠に
ついて配慮する。

ｄ 都市施設及び地区施
設の整備の方針

道路、交通広場、公開空地及びＪＲ有楽町
駅を中心に地下鉄駅を結ぶ地下道を整備す
る。 

道路、交通広場、公開空地及びＪＲ有楽町
駅を中心に地下鉄駅を結ぶ地下道を整備す
る。 （削除）

公開空地を確保し、安全で快適な歩行者空
間の整備を図る。

ｅ その他 
１ 公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２ 市街地開発事業 
３ 都市開発諸制度 
４ 関連事業

（都市計画事業）
５ 関連事業（その他）
６ 他の計画の位置付け

１ 組合施行の市街地再開発事業により、公共
施設及び施設建築物の整備を図る。

２ 市街地再開発事業（一部完了）
３ 高度利用地区（決定済み）

１ 組合施行の市街地再開発事業により、公共
施設及び施設建築物の整備を図る。

２ 市街地再開発事業（一部完了）
３ 高度利用地区（決定済）

（削除）

１ 地区計画に基づいて、民間の事業により整
備を図る。

４ 地区計画（決定済）

※既計画では都市づくりビジョンの位置付け
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２号地区 変 更 案 既 決 定 変 更 案 既 決 定 

番号 地区名 
面積（ha） 

（おおむねの位置） 

文．１ 音羽一・二丁目地区 
約 3.0ha 

（文京区西部） 

文．１ 音羽一・二丁目地区 
約 3.0ha 

（文京区西部） 

文．２ 教育の森公園周辺地区 
約 32.2ha 

（文京区西部） 

文．２ 教育の森公園周辺地区 
約 32.2ha 

（文京区西部） 

ａ 地区の再開発、整備
等の主たる目標 

低層木造密集地区を整備、改善し、土地の
有効利用を図るとともに、地域の活性化と災
害に強いまちづくりを進める。 

低層木造密集地区を整備、改善し、土地の
有効利用を図るとともに、地域の活性化と災
害に強いまちづくりを進める。 

大地震等による災害から地域住民の生命を
守るため、建築物の不燃化を促進し、避難場
所の防災性能を高めるとともに、茗荷谷駅周
辺については拠点商業業務地として整備改善
を図る。 

大地震等による災害から地域住民の生命を
守るため、建築物の不燃化を促進し、避難場
所の防災性能を高めるとともに、茗荷谷駅周
辺については拠点商業業務地として整備改善
を図る。 

 都市づくりのグランド
デザインの位置付け 

中枢広域拠点域 センター･コア再生ゾーン 中枢広域拠点域 センター･コア再生ゾーン 

ｂ 用途、密度に関する
基本的方針、その他の
土地利用計画の概要 

放射26号線沿いに、中高層の住宅を主体と
した複合施設を配置し、土地の高度利用と防
災不燃化を図る。 

放射26号線沿いに、中高層の住宅を主体と
した複合施設を配置し、土地の高度利用と防
災不燃化を図る。 

不燃化を進め、敷地条件等により建築物の
更新を促進し、土地の有効利用を図る。 

不燃化を進め、敷地条件等により建築物の
更新を促進し、土地の有効利用を図る。 

ｃ 建築物の更新の方針 老朽木造建築物を不燃化及び共同化し、中
高層化を図る。 

老朽木造建築物を不燃化、共同化し、中高
層化を図る。 

市街地再開発事業等により、建築物の更新
を促進し、不燃空間の形成を図る。 

市街地再開発事業等により、建築物の更新
を促進し、不燃空間の形成を図る。 

ｄ 都市施設及び地区施
設の整備の方針 

区画道路の整備を図る。 区画道路の整備を図る。 避難場所である教育の森公園については、
防災公園として整備を図る。また、放射８号
線及び駅周辺の整備を促進する。 

避難場所である教育の森公園については、
防災公園として整備を図る。また、放射８号
線及び駅周辺の整備を促進する。 

ｅ その他 
１ 公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２ 市街地開発事業 
３ 都市開発諸制度 
４ 関連事業 

（都市計画事業） 
５ 関連事業（その他） 
６ 他の計画の位置付け 

１ 組合施行の市街地再開発事業等により、
公共施設及び施設建築物の整備を図る。 

２ 市街地再開発事業（完了） 
４ 街路整備事業 放射 26号線（完了） 
  都市計画道路 環状４号線（予定） 
５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

都市防災総合推進事業（完了） 
６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

１ 組合施行の市街地再開発事業等により、
公共施設及び施設建築物の整備を図る。 

２ 市街地再開発事業（完了） 
４ 街路整備事業 放射 26号線（完了） 
５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

都市防災総合推進事業（完了） 
６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 
 

１ 道路事業及び市街地再開発事業等によ
り、公共施設及び施設建築物の整備を図
る。 

２ 市街地再開発事業（事業中） 
４ 街路整備事業 放射８号線（事業中） 
  地区計画（決定済み） 
５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

都市防災総合推進事業（完了） 
６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

１ 道路事業及び市街地再開発事業等によ
り、公共施設及び施設建築物の整備を図
る。 

２ 市街地再開発事業（事業中） 
４ 街路整備事業 放射８号線（事業中） 
  地区計画（決定済） 
５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

都市防災総合推進事業（完了） 
６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 
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２号地区 変 更 案 既 決 定 変 更 案 既 決 定 

番号 地区名 
面積（ha） 

（おおむねの位置） 

文．３ 後楽二丁目地区 
約 16.6ha 

（文京区南西部） 

文．３ 後楽二丁目地区 
約 16.6ha 

（文京区南西部） 

文．４ 千川通り南部周辺地区 
約 24.0ha 

（文京区中央部） 

文．４ 千川通り南部周辺地区 
約 24.0ha 

（文京区中央部） 

ａ 地区の再開発、整備
等の主たる目標 

良好な居住環境に整備、改善し、土地の有
効利用を図るとともに、地域の活性化と災害
に強いまちづくりを進める。 

良好な居住環境に整備、改善し、土地の有
効利用を図るとともに、地域の活性化と災害
に強いまちづくりを進める。 

低層老朽住宅等密集地区を整備、改善し、
快適な環境の創出と併せて、共同化による土
地の有効利用を図るとともに、地域の活性化
と災害に強いまちづくりを進める。 

低層老朽住宅等密集地区を整備、改善し、
快適な環境の創出と併せて、共同化による土
地の有効利用を図るとともに、地域の活性化
と災害に強いまちづくりを進める。 

 都市づくりのグランド
デザインの位置付け 

国際ビジネス交流ゾーン 
中枢広域拠点域 

センター･コア再生ゾーン 中枢広域拠点域 センター･コア再生ゾーン 

ｂ 用途、密度に関する
基本的方針、その他の
土地利用計画の概要 

住宅、商業等が共存する複合的な土地利用
の市街地として整備する。 

住宅、商業等が共存する複合的な土地利用
の市街地として整備する。 

住宅、商業等が共存する複合的な土地利用
の市街地として整備する。 

住宅、商業等が共存する複合的な土地利用
の市街地として整備する。 

ｃ 建築物の更新の方針 老朽木造建築物を不燃化及び共同化し、中
高層化を図る。 

老朽木造建築物を不燃化及び共同化し、中
高層化を図る。 

低層建築物を不燃化及び共同化し、中高層
化を図る。 

低層建築物を不燃化及び共同化し中高層化
を図る。 

ｄ 都市施設及び地区施
設の整備の方針 

区画道路、緑地及び広場等の整備を図る。 区画道路、緑地及び広場等の整備を図る。 道路、緑地及び広場等の整備を図る。 道路、緑地及び広場等の整備を図る。 

ｅ その他 
１ 公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２ 市街地開発事業 
３ 都市開発諸制度 
４ 関連事業 

（都市計画事業） 
５ 関連事業（その他） 
６ 他の計画の位置付け 

１ 市街地再開発事業等により、公共施設及
び施設建築物の整備を図る。 

２ 市街地再開発事業（完了） 
３ 再開発等促進区を定める地区計画 

（決定済み） 
４ 街路整備事業 放射 25号線（完了） 
６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

１ 市街地再開発事業等により、公共施設及
び施設建築物の整備を図る。 

２ 市街地再開発事業（完了） 
３ 再開発等促進区を定める地区計画 

（決定済） 
４ 街路整備事業 放射 25号線（完了） 
６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

１ 組合施行の市街地再開発事業等により、
公共施設及び施設建築物の整備を図る。 

２ 市街地再開発事業 
（一部完了・一部事業中） 

４ 地区計画（決定済み） 
５ 都心共同住宅供給事業（完了） 
６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

１ 組合施行の市街地再開発事業等により、
公共施設及び施設建築物の整備を図る。 

２ 市街地再開発事業 
（完了・事業中） 

４ 地区計画（決定済） 
５ 住宅市街地整備総合支援事業（完了） 
６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 
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２号地区 変 更 案 既 決 定 変 更 案 既 決 定 

番号 地区名 
面積（ha） 

（おおむねの位置） 

文．５ 大塚五・六丁目地区 
約 27.9ha 

（文京区西北部） 

文．５ 大塚五・六丁目地区 
約 25.6ha 

（文京区西北部） 

文．６ 不忍通り地区 
約 18.1ha 

（文京区北東部） 

文．６ 不忍通り地区 
約 18.1ha 

（文京区北東部） 

ａ 地区の再開発、整備
等の主たる目標 

地区の防災性を高めるために、道路・公園
等の公共施設の整備及び建築物の不燃化促進
により改善するとともに、土地の有効利用を
図り、住環境の整備を進める。 

地区の防災性を高めるために、道路・公園
等の公共施設の整備及び建築物の不燃化促進
により改善するとともに、土地の有効利用を
図り、住環境の整備を進める。 

大規模な地震等に伴い発生する火災から、
住民の生命、財産等を保護し、避難路の防災
性能を高めるために、沿道建築物の不燃化を
促進するとともに、低層老朽住宅密集地区の
整備、改善を進め、住宅供給及び住環境の整
備を図る。 

大規模な地震等に伴い発生する火災から、
住民の生命、財産等を保護し、避難路の防災
性能を高めるために、沿道建築物の不燃化を
促進するとともに、低層老朽住宅密集地区の
整備、改善を進め住宅供給及び住環境の整備
を図る。 

 都市づくりのグランド
デザインの位置付け 

中枢広域拠点域 センター･コア再生ゾーン 中枢広域拠点域 センター･コア再生ゾーン 

ｂ 用途、密度に関する
基本的方針、その他の
土地利用計画の概要 

住宅地として整備を進めるとともに、地区
内幹線道路沿いにおいては、住宅、商業等が
共存する複合的な土地利用の市街地として整
備する。 

住宅地として整備を進めるとともに、地区
内幹線道路沿いにおいては、住宅、商業等が
共存する複合的な土地利用の市街地として整
備する。 

不燃化を進めるとともに、土地や建築物の
共同化を促進し、住宅、商業等が共存する、
複合的な土地利用の市街地として整備する。 

不燃化を進めるとともに、土地や建築物の
共同化を促進し、住宅、商業等が共存する、
複合的な土地利用の市街地として整備する。 

ｃ 建築物の更新の方針 老朽住宅等の建替え等によって不燃化及び
共同化し、中高層化を図る。 

老朽住宅等の建替え等によって不燃化、共
同化し、中高層化を図る。 

老朽住宅等の建替え等によって、建築物の
中高層化及び共同化を図るとともに、住宅供
給を促進する。 

老朽住宅等の建替え等によって、建築物の
中高層化、共同化を図るとともに、住宅供給
を促進する。 

ｄ 都市施設及び地区施
設の整備の方針 

区画道路及び公園等の整備を図る。 区画道路及び公園等の整備を図る。 環状４号線、補助94号線、区画道路及び公
園等の整備を図る。 

環状４号線、補助94号線、区画道路及び公
園等の整備を図る。 

ｅ その他 
１ 公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２ 市街地開発事業 
３ 都市開発諸制度 
４ 関連事業 

（都市計画事業） 
５ 関連事業（その他） 
６ 他の計画の位置付け 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民
間は住宅市街地総合整備事業等により、建
築物を整備する。 

４ 街路整備事業 放射８号線（事業中） 
５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞ 

（完了） 
木造住宅密集地域整備事業（完了） 
緊急木造住宅密集地域防災対策事業 
（完了） 
都市防災不燃化促進事業（完了） 
都市防災総合推進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 
  防災再開発促進地区 
  不燃化推進特定整備地区 
  東京都建築安全条例に基づく新たな防火

規制 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民
間は住宅市街地総合整備事業等により、建
築物を整備する。 

４ 街路整備事業 放射８号線（事業中） 
５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞ 

（完了） 
木造住宅密集地域整備事業（完了） 
緊急木造住宅密集地域防災対策事業 
（完了） 
都市防災不燃化促進事業（完了） 
都市防災総合推進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 
  防災再開発促進地区 
  不燃化推進特定整備地区 
  東京都建築安全条例に基づく新たな防火

規制 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民
間は都市防災不燃化促進事業や住宅市街地
総合整備事業等により、不燃建築物の整備
を行う。 

４ 街路整備事業 補助 94号線（事業中） 
都市計画道路 環状４号線 

（一部完了・一部予定） 
５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞ 

（完了） 
木造住宅密集地域整備事業（完了） 
緊急木造住宅密集地域防災対策事業 
（完了） 
都市防災不燃化促進事業（完了） 
都市防災総合推進事業（完了） 
防災生活圏促進事業（完了） 
優良建築物等整備事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民
間は都市防災不燃化促進事業や住宅市街地
総合整備事業等により、不燃建築物の整備
を行う。 

４ 街路整備事業 補助 94号線（事業中） 
都市計画道路 環状４号線 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞ 
（完了） 
木造住宅密集地域整備事業（完了） 
緊急木造住宅密集地域防災対策事業 
（完了） 
都市防災不燃化促進事業（完了） 
都市防災総合推進事業（完了） 
防災生活圏促進事業（完了） 
優良建築物等整備事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

3
8



２号地区 変 更 案 既 決 定 変 更 案 既 決 定 

番号 地区名 
面積（ha） 

（おおむねの位置） 

文．７ 千駄木・向丘地区 
約 88.6ha 

（文京区北東部） 

文．７ 千駄木・向丘地区 
約 77.8ha 

（文京区北東部） 

文．８ 不忍通り第二地区 
約 20.6ha 

（文京区北西部） 

文．８ 不忍通り第二地区 
約 20.6ha 

（文京区北西部） 

ａ 地区の再開発、整備
等の主たる目標 

地区の防災性を道路・公園等の公共施設の
整備及び建築物の不燃化促進により改善する
とともに、土地の有効利用を図り、住環境の
整備を進める。 

地区の防災性を道路・公園等の公共施設の
整備及び建築物の不燃化促進により改善する
とともに、土地の有効利用を図り、住環境の
整備を進める。 

大規模な地震等に伴い発生する火災から、
住民の生命、財産等を保護し、避難路の防災
性能を高めるために、沿道建築物の不燃化を
促進するとともに、低層老朽住宅密集地区の
整備、改善を進め、住宅供給及び住環境の整
備を図る。 

大規模な地震等に伴い発生する火災から、
住民の生命、財産等を保護し、避難路の防災
性能を高めるために、沿道建築物の不燃化を
促進するとともに、低層老朽住宅密集地区の
整備、改善を進め、住宅供給及び住環境の整
備を図る。 

 都市づくりのグランド
デザインの位置付け 

中枢広域拠点域 センター･コア再生ゾーン 中枢広域拠点域 センター･コア再生ゾーン 

ｂ 用途、密度に関する
基本的方針、その他の
土地利用計画の概要 

住宅地として整備を進めるとともに、地区
内幹線道路沿いにおいては、住宅、商業等が
共存する複合的な土地利用の市街地として整
備する。 

住宅地として整備を進めるとともに、地区
内幹線道路沿いにおいては、住宅、商業等が
共存する複合的な土地利用の市街地として整
備する。 

不燃化を進めるとともに、土地や建築物の
共同化を促進し、住宅、商業等が共存する、
複合的な土地利用の市街地として整備する。 

不燃化を進めるとともに、土地や建築物の
共同化を促進し、住宅、商業等が共存する、
複合的な土地利用の市街地として整備する。 

ｃ 建築物の更新の方針 老朽住宅等の建替え等によって不燃化及び
共同化し、中高層化を図る。 

老朽住宅等の建替え等によって不燃化、共
同化し、中高層化を図る。 

老朽住宅等の建替え等によって、建築物の
中高層化及び共同化を図るとともに、住宅供
給を促進する。 

老朽住宅等の建替え等によって、建築物の
中高層化、共同化を図るとともに、住宅供給
を促進する。 

ｄ 都市施設及び地区施
設の整備の方針 

区画道路及び公園等の整備を図る。 区画道路及び公園等の整備を図る。 環状４号線、区画道路及び公園等の整備を
図る。 

環状４号線、区画道路及び公園等の整備を
図る。 

ｅ その他 
１ 公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２ 市街地開発事業 
３ 都市開発諸制度 
４ 関連事業 

（都市計画事業） 
５ 関連事業（その他） 
６ 他の計画の位置付け 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民
間は住宅市街地総合整備事業等により、建
築物を整備する。 

４ 街路整備事業 補助 94号線（事業中） 
５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞ 

（完了） 
木造住宅密集地域整備事業（完了） 
緊急木造住宅密集地域防災対策事業 
（完了） 
防災生活圏促進事業（完了） 
都市防災不燃化促進事業（完了） 
都市防災総合推進事業（完了） 
優良建築物等整備事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 
  防災再開発促進地区 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民
間は、住宅市街地総合整備事業等により、
建築物を整備する。 

４ 街路整備事業 補助 94号線（事業中） 
５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞ 

（完了） 
木造住宅密集地域整備事業（完了） 
緊急木造住宅密集地域防災対策事業 
（完了） 
防災生活圏促進事業（完了） 
都市防災不燃化促進事業（完了） 
都市防災総合推進事業（完了） 
優良建築物等整備事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 
  防災再開発促進地区 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民
間は都市防災不燃化促進事業や住宅市街地
総合整備事業等により、不燃建築物の整備
を行う。 

４ 街路整備事業 環状４号線（事業中） 
５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞ 

（完了） 
木造住宅密集地域整備事業（完了） 
緊急木造住宅密集地域防災対策事業 
（完了） 
都市防災不燃化促進事業（完了） 
都市防災総合推進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

１ 公共は、道路、公園等の整備を行い、民
間は、都市防災不燃化促進事業や住宅市街
地総合整備事業等により 不燃建築物の整
備を行う。 

４ 街路整備事業 環状４号線（事業中） 
５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞ 

（完了） 
木造住宅密集地域整備事業（完了） 
緊急木造住宅密集地域防災対策事業 
（完了） 
都市防災不燃化促進事業（完了） 
都市防災総合推進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

3
9


	資料２.pdf
	資料２続き図面タテ.pdf
	03_東京都市計画_33_２号地区
	04_総括図
	05_文１．音羽一・二丁目地区
	06_文２．教育の森公園周辺地区
	07_文３．後楽二丁目地区
	08_文４．千川通り南部周辺地区
	09_文５．大塚五・六丁目地区
	10_文６．不忍通り地区その１
	11_文６．不忍通り地区その２
	12_文７．千駄木地区
	13_文８．不忍通り第二地区その１
	14_文８．不忍通り第二地区その２
	17_東京都市計画_23_新旧２号地区（文京区抜粋）


